
中部電力株式会社 
事象：中性子照射脆化 

浜岡３号炉－中性子照射脆化－4 

タイトル 監視試験片の配置，試験片数，各カプセルの取り出し時期，関連温度，中性子照射量，

中性子束及びリードファクターについて 

 

説明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．監視試験片の配置，試験片数及び各カプセルの取り出し時期 

  炉内へ装荷している試験片は，全４セットあり，その内２セットが取り出し済みで

ある。 

  各セットの試験片数は，母材，溶接金属，熱影響部より採取した，引張試験片：

，衝撃試験片： である。 

  配置及び試験片個数は以下の図及び表のとおり。 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配置 
取出 

時期 

試験片個数 

場所 角度

引張試験片 衝撃試験片 

母材
溶接金

属 

熱影響

部 
母材 

溶接金

属 

熱影響

部 

① 

② 

③ 

④ 

 

①

④ 

②

③

上部格子板 
トップガイドリム 

図 監視試験片配置 

表１ 監視試験片の配置，取出時期及び試験片個数 
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中部電力株式会社 
事象：中性子照射脆化 

 

 

説明 

（続き） 

２．関連温度，中性子照射量及び中性子束 

関連温度，中性子照射量及び中性子束は以下のとおり。 

 

 

回 数 

中性子 
照射量 

(×1021n/m2) 
(E＞1MeV) 

中性子束(×
1012n/m2/sec)
(E＞1MeV) 

関連温度移行量及び関連温度(℃) 

母 材 溶接金属 熱影響部 

関連温度

初期値 
０ -40 -50 -40 

第 1 回 

（加速）
11.7 

関連温度

移行量 

関連 

温度 

関連温度

移行量 

関連 

温度 

関連温度

移行量 

関連 

温度 

13 -27 10 -40 ９ -31 

第 2 回 1.60 10 -30 ６ -44 10 -30 

 

３．リードファクター 

  監視試験片位置，圧力容器 1/4t 位置における中性子束のリードファクターは以

下のとおり。 

 

 

 圧力容器内表面 監視試験片位置 
圧力容器 

1/4t 位置 

高速中性子束相対値 

 

 

以上

表２ 監視試験片の中性子照射量，中性子束，関連温度移行量及び関連温度 

表３ リードファクター 
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中部電力株式会社 
事象：中性子照射脆化 

 
 

浜岡３号炉－中性子照射脆化－5 

 

タイトル 

 

これまでに取り出した監視試験片の取出時期と EFPY の対応及び JEAC4201 記

載の取出時期との対応について 

 

 

 

 

説明 

 

これまでに取り出した監視試験片は，第１回加速照射，第２回の２回である。

 取出時期(年月) EFPY 
JEAC4201 
(年度) 

第１回 
加速照射 

電力自主 

第２回 ６EFPY（1991） 

以上
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中部電力株式会社 
事象：中性子照射脆化 

浜岡３号炉-中性子照射脆化-6 

  

 

タイトル 

 

低圧注入ノズルの健全性評価結果について 

 

 

 

説明 

 

 低圧注入ノズル（以下，「N6 ノズル」という。）について，非延性破壊防止の

観点で破壊靭性上最も厳しい運転条件である耐圧試験圧力（ MPa）にて，

JEAC4201-2007，JEAC4201-2007 [2013 追補版]及び JEAC4206-2007 に基づき評

価した。 

 

【評価条件】 

・H26 年度末時点の EFPY：18.43EFPY 

・関連温度初期値：  

・化学成分(母材)：  

・板厚：t= ,1/4t 位置での深さ：a=t/4=  

・N6 ノズル部中性子束φ：  

・1/4t 位置での中性子束φ：  

 

平成 26年度末時点の N6ノズルの関連温度予測値の評価結果は下表のとおり。

N6 ノズルの関連温度予測値（平成２６年度末時点） 

関連温度 

初期値 

(℃) 

関連温度

移行量 

(℃) 

関連温度 

(℃) 

破壊力学的検

討によるマー

ジン(℃) 

最低使用 

温度 

(℃) 

 

従って，「原子炉冷却材温度制限値評価手引(運転)」に基づき，原子炉圧力容

器漏えい検査時の原子炉冷却材温度制限値の管理を実施していくことにより，

原子炉圧力容器非延性破壊防止を図り，健全性を確保している。 

以上
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中部電力株式会社 
事象：中性子照射脆化 

浜岡３号炉－中性子照射脆化－8  

 

 

タイトル 

 

至近の供用期間中検査における超音波探傷検査，漏えい検査の要領及び結果

について 

 

 

説明 

 

原子炉圧力容器の供用期間中検査については，日本機械学会「発電用原子力

設備規格 維持規格（2008 年版）JSME S NA1-2008」に基づき，第３号機第 17

保全サイクル定期事業者検査のクラス 1 機器供用期間中検査として検査を実施

した。 

 

原子炉圧力容器の超音波探傷検査，漏えい検査を実施し判定基準を満足して

いることを確認している。 

【超音波探傷検査】 

B-A 原子炉圧力容器の炉心外周域耐圧部分の溶接継手    １継手 

 

 

以上

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



中部電力株式会社 
事象：IASCC 

浜岡３号炉－IASCC－1 

 

 

 

タイトル 

 

炉内構造物の各機器の通常運転時の温度について 

 

 

説明 

 

炉心シュラウド、上部格子板、炉心支持板、燃料支持金具及び制御棒案内管

は、原子炉冷却材と接液しており、通常運転時の運転温度は下表のとおりであ

る。 

 

部位 温度（℃） 

炉心シュラウド  

上部格子板  

炉心支持板  

燃料支持金具  

制御棒案内管  

 

以 上
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中部電力株式会社 
事象：IASCC 

浜岡３号炉－IASCC－3 Rev.1 

 

 

タイトル 

 

上部格子板（グリッドプレートを含む）について、過去の損傷事例と原因につ

いて 

 

 

説明 

 

 海外プラントでの損傷事例として，米国のオイスタークリーク発電所

（BWR/2），ナインマイルポント発電所１号機（BWR/2）にて，上部格子板の

格子ビームにき裂が確認されている。原因は，中性子照射量が多い上部格子板

ビーム（SUS304 材）にて照射誘起型応力腐食割れ（IASCC）が発生したと推

定されている。 

 BWR 環境下のステンレス鋼（SUS316 材）については，比較的高い累積照射

量（１×1025n/m2（以下「しきい照射量」という。））を受けた場合に照射誘起

型応力腐食割れへの影響が現れると考えられている。現時点での累積照射量が

最大となる機器は，上部格子板のグリッドプレート中央部の 2.4×1025n/m2であ

り，しきい照射量を超える。そのため，平成 26 年度において，高経年化技術評

価に先立ち，中性子照射量の高い上部格子板のグリッドプレートの中央部，中

間部，最外周部の水中テレビカメラによる目視点検を実施し，健全性を確認し

ている（浜岡３号炉－IASCC－７参照）。 

 

以 上
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中部電力株式会社 
事象：2相ステンレス鋼の熱時効 

 

浜岡３号炉－2 相ステンレス鋼の熱時効－1 

 

タイトル 

 

ステンレス鋼鋳鋼製機器の熱時効劣化評価対象部品の抽出プロセスについて 

 

 

説明 

 

ステンレス鋼鋳鋼製機器の熱時効劣化評価対象部品の抽出プロセスを添付資料

１－１に、抽出結果を添付資料１－２に示す。 

 

添付資料１－１ 熱時効スクリーニングフロー 

添付資料１－２ 熱時効の経年劣化評価に関する評価対象部位の抽出結果 

 

以 上

 

 

 

 

 

 

 



 
添付資料１－１ 

 

 

熱時効スクリーニングフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
＊１：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 
＊２：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象以外） 

評価対象部位 
（ステンレス鋼鋳鋼で 

最高使用温度が 250℃以上）

○*１ 

無印(評価対象外)

▲*２ 

Yes 

No 使用環境温度が

250℃以上 

有

無き裂が想定される

経年劣化事象 



 

 

 

評価書分冊 
代表

機器
評価機器名 部位 

最高使

用温度 
通常使用温度

き裂が想定

される経年

劣化事象 

評価* 備考 

ターボポンプ ○ 原子炉冷却材浄化ポンプ 

羽根車 302 ℃ 無し ▲  

ケーシング 302 ℃ 無し ▲  

リアカバー 302 ℃ 250℃未満 無し ― 

パージ水環境は

℃であり、使用環境は

250℃未満である。 

原子炉冷却

材再循環ポン

プ 

○ 原子炉冷却材再循環ポンプ 

羽根車 302 ℃ 無し ▲  

ライナーリング 302 ℃ 無し ▲  

水中軸受 302 ℃ 無し ▲  

ケーシング 302 ℃ 疲労割れ ○  

仕切弁 

○ PLR ポンプ出口弁 

弁箱 302 ℃ 疲労割れ ○  

弁ふた 302 ℃ 無し ▲  

弁体 302 ℃ 無し ▲  

 PLR ポンプ入口弁 

弁箱 疲労割れ ○  

弁ふた 無し ▲  

弁体 無し ▲  

逆止弁  

SLC 注入第２隔離弁 弁箱 100℃未満 無し ― 原子炉圧力容器から距

離があり、使用環境は

250℃未満である。 SLC 注入第１隔離弁 弁箱 100℃未満 無し ― 

熱
時
効
の
経
年
劣
化

評
価
に
関
す
る
評
価
対
象
部
位
の
抽
出
結
果

 添
付
資
料
１
－
２
（
１
／
２
）
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評価書分冊 
代表

機器
評価機器名 部位 

最高使

用温度 
通常使用温度

き裂が想定

される経年

劣化事象 

評価* 備考 

炉内構造物 

○ 燃料支持金具 中央燃料支持金具 302 ℃ 無し ▲  

○ 炉心スプレイ配管・スパージャ ノズル 302 ℃ 無し ▲  

○ ジェットポンプ 

ライザ 302 ℃ 無し ▲  

インレットミキサ 302 ℃ 無し ▲  

ディフューザ 302 ℃ 無し ▲  

ブラケット 302 ℃ 無し ▲  

制御棒 ○ ボロンカーバイド粉末型制御棒 落下速度リミッタ 302 ℃ 無し ▲  

制御棒駆動

機構 
○ 制御棒駆動機構 

コレットリテイナチュ

ーブ 
302 ℃ 250℃未満 無し ― 

冷却流路に設置されて

いるため、使用環境は

250℃未満となる。 

非常用Ｄ／Ｇ
○ 非常用ディーゼル発電機 過給機ノズル 520 ℃ 無し ▲  

 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 過給機ノズル 450 ℃ 無し ▲  

焼却炉設備 

○ 第２焼却炉 
１次 C／F 出口弁 スタフィンボックス  250℃未満 無し ― 

断熱材が設置されてい

るため、使用環境は

250℃未満である。 

２次 C／F 出口弁 スタフィンボックス  250℃未満 無し ― 

 第１焼却炉 

１次セラミックフィルタ出口弁 スタフィンボックス  250℃未満 無し ― 

２次セラミックフィルタ出口弁 スタフィンボックス  250℃未満 無し ― 

セラミックフィルタバイパス弁 スタフィンボックス  250℃未満 無し ― 

＊：熱時効スクリーニングフローによるスクリーニング結果を記載 

熱
時
効
の
経
年
劣
化
評
価
に
関
す
る
評
価
対
象
部
位
の
抽
出
結
果

 添
付
資
料
１
－
２
（
２
／
２
）
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中部電力株式会社 
事象：絶縁低下 

浜岡３号炉－絶縁低下－1 

 

 

タイトル 

代表機器の機器名，保全項目，判定基準及び点検頻度（断続運転時及び冷温停止

時）並びに断続的運転評価よりも冷温停止状態維持評価の方が使用条件が厳し

くなる機器名及び実施頻度設定の考え方について 

 

説明 

① 絶縁低下に関する代表機器の機器名，保全項目，判定基準，点検頻度（断続

的運転時及び冷温停止状態維持時）は添付資料１－１に示します。 

 

② 原子炉圧力容器内に燃料を装荷したまま冷温停止状態の維持を継続する場

合，使用条件が厳しくなる機器は，断続的運転時よりも年間を通しての運転

時間が長くなる余熱除去ポンプモータが該当します。 

しかし，当該ポンプモータは定格が連続の電動機であることから，運転時間

が長くなることによる絶縁低下に対する影響は断続的運転時と変わるもので

はないため，社内規程の点検計画における点検頻度を基に以下の時間基準保

全にて絶縁抵抗測定及び絶縁診断を実施しています。 

絶縁抵抗測定：36M* 

絶縁診断： 24M* 

 

* 第 17 保全サイクルにおける点検頻度を示す。 

 

添付資料１－１ 絶縁低下事象における代表機器リスト 

 

以 上

 

 

 

 

 

 



添付資料１－１（１／２） 

絶縁低下事象における代表機器リスト 

No. 
代表機器の 

機器名 
保全項目 判定基準 

点検頻度* 

断続運転時 冷温停止時 

１ 余熱除去ポンプモ

ータ 

絶縁抵抗測定 

 

絶縁診断 

直流吸収試験 

 交流電流試験 

 

 誘電体損失角試験 

 

 部分放電試験 

６MΩ以上 

 

 

成極指数 PI 2.5 超過 

第１電流急増電圧(Pi１(kV)) 4.6 超過 

電流増加率(△１(%)) 6.8 未満 

初期 tanδ(%) 10 未満 

△tanδ(%) 5.2 未満 

最大放電電荷量(Qmax(pc)) 5,000 未満 

部分放電開始電圧 CSV(kV) 目標 E/√3

以上 

 

２サイクル 

 

製作時（巻替時）及び

10 年経過以後，１サイ

クル 

36M 

 

24M 

２ 信号（核計装）用

ケーブルペネトレ

ーション 

絶縁抵抗測定 

 

 

 

絶縁抵抗試験結果に異常がないこと １サイクル  

 

保管対策設備 

３ 特別高圧動力用ケ

ーブルペネトレー

ション 

絶縁抵抗測定 

 

６MΩ以上 １サイクル  

 

保管対策設備 

 

４ RHR ポンプ原子炉

側入口第１隔離弁

駆動部 

 

絶縁抵抗測定 

 

１MΩ以上 ３サイクル 72M 

５ HPCS ポンプ S/C 側

入口隔離弁駆動部 

 

絶縁抵抗測定 

 

１MΩ以上 ３サイクル 72M 

６ 高圧難燃 CV ケー

ブル 

 

絶縁抵抗測定 

 

ケーブル絶縁診断 

 直流漏れ電流試験 

 

 

 

６MΩ以上 

 

 

漏れ電流 0.3μA 未満 

成極比 1.0 以上 

電流の変動又はキック 無 

（屋内） 

３サイクル

 

布設後，８

年経過後に

初回点検を

実施し，以

降５サイク

ル 

 

（屋外） 

３サイクル

 

布設後，６

年経過後に

初回点検を

実施し，以

降３サイク

ル 

（屋内） 

72M 

 

（屋外） 

72M 

 

54M 

７ 難燃 PN ケーブル 絶縁抵抗測定 

 

２MΩ以上(制御回路) 

１MΩ以上(負荷回路) 

３サイクル 72M 

８ 難燃 CV ケーブル 

９ 難燃二重同軸ケー

ブル 

絶縁抵抗測定 

 

 

絶縁抵抗試験結果に異常がないこと 

 

１サイクル 

 

 

 

保管対策設備 10 難燃六重同軸ケー

ブル 

11 端子台接続（ジア

リルフタレート樹

脂） 

絶縁抵抗測定 

 

２MΩ以上(制御回路) 

１MΩ以上(負荷回路) 

 

 

３サイクル 

 

 

72M 

                   * 第 17 保全サイクルにおける点検頻度を示す。 

 



添付資料１－１（２／２） 

No. 
代表機器の 

機器名 
保全項目 判定基準 

点検頻度* 

断続運転時 冷温停止時 

12 直ジョイント接続

（ジアリルオルソ

フタレート樹脂） 

絶縁抵抗測定 

 

50kΩ以上 

 

１サイクル 

 

24M 

 

 

 

13 同軸コネクタ接続

（ポリエーテルエ

ーテルケトン樹

脂） 

 

絶縁抵抗測定 

 

 

絶縁抵抗試験結果に異常がないこと 

 

１サイクル  

 

保管対策設備 

14 ウォールペネトレ

ーション接続（難

燃エチレンプロピ

レンゴム，エポキ

シ樹脂） 

 

絶縁抵抗測定 

 

 

２MΩ以上(制御回路) 

１MΩ以上(負荷回路) 

 

 

３サイクル 72M 

15 RHR 機器室周囲温

度計測装置 

特性試験 

 

確認結果に異常がないこと １サイクル  

 

保管対策設備 

 

  * 第 17 保全サイクルにおける点検頻度を示す。 



   中部電力株式会社 
事象：アルカリ骨材 

浜岡３号炉－コンクリート鉄骨－11 Rev.2 

 

タ

イ

ト

ル 

 

膨張率の測定時期，方法，位置及び結果について 

 

 

 

 

説

明 

 

１．建設後のコア供試体を用いた膨張率試験 

膨張率の測定について，測定時期，測定方法，測定位置及び測定結果は以下のと

おりです。 

 

１．１ 測定時期及び測定位置 

膨張率の測定時期及び膨張率の測定に用いるコア供試体の採取位置を表 11－１

に，コア供試体の採取位置の詳細を添付資料 11－１に示します。 

なお，構築物についてはコア供試体採取による評価対象構造物への影響を及ぼさ

ない観点から，同等の材料・環境条件にある安全重要度の低い設備，又は既に供用

を終了している設備を対象に調査を実施しています。 

表 11－１ 膨張率の測定時期とコア供試体採取位置 

 評価対象構造物 測定時期 コア供試体採取位置 

建 

物 

原子炉建屋 2014 年 8 月 

～2015 年 3 月

1階南側外壁 

タービン建屋 2014 年 8 月 

～2015 年 3 月

3階冷凍機室 

廃棄物減容処理装置建屋 

（第１建屋） 

2014 年 8 月 

～2015 年 3 月

1階東側外壁 

構 

築 

物 

原子炉機器冷却海水ポンプ室 2014 年 10 月 

～2015 年 5 月 

取水槽スクリーン室 

壁面 

原子炉機器冷却海水配管ダクト 2015 年 5 月 

～2015 年 12 月

RCWS 戻り配管ダクト 

壁面 原子炉機器冷却海水フィルタ室

NRW/B 連絡ダクト 2015 年 5 月 

～2015 年 12 月

主排気ダクト 

壁面 

軽油タンク基礎 2015 年 5 月 

～2015 年 12 月

旧軽油タンク防油堤 

壁面 

１．２ 測定方法 

測定は，「アルカリ骨材反応を生じたコンクリート構造物のコア試料による膨張率

の測定方法（案）（JCI-DD2）」に基づき実施しています。 

 

１．３ 測定結果 

測定結果は添付資料11－２に示します。全ての構造物において，判定基準値0.05％

を下回ることを確認しました。 



   中部電力株式会社 
事象：アルカリ骨材 

 

２．建設時の膨張率試験（軽油タンク基礎） 

建設時における軽油タンク基礎の，膨張率の測定時期，測定方法及び測定結果は

以下のとおりです。また，添付資料 11－３のとおり，アルカリ骨材反応に起因する

事象はこれまで確認されていません。 

 

２．１ 測定時期 

  測定は，以下の期間において実施しています。   

  ・2006 年 1 月～2006 年 8 月 

  ・2006 年 7 月～2007 年 1 月  

    

２．２ 測定方法 

測定は，「骨材のアルカリシリカ反応性試験方法（モルタルバー法）（JIS A 1146：

2001）」に基づき実施しています。 

 

２．３ 測定結果 

   測定結果は，「無害」であり、アルカリ骨材反応を生じさせる可能性がある骨材を

使用していないことを確認しています。また，表 11－２にモルタルバー法による骨

材の膨張率測定結果を示します。全ての測定期間において，判定基準値 0.1％を下

回ることを確認しています。 

 

表 11－２ モルタルバー法による骨材の膨張率測定結果 

骨材の種類 

材齢６か月後における膨張率平均値（％） 

測定時期 

2006 年１月～2006 年８月 

測定時期 

2006 年７月～2007 年１月 

細骨材 0.035 0.037 

粗骨材 0.057 0.057 

 

添付資料 11－１ コンクリート膨張率試験コア採取位置図 

添付資料 11－２ コンクリート膨張率測定結果       

添付資料 11－３ 保全作業報告書（浜岡 土木設備点検業務委託）        

以 上



コンクリート膨張率試験コア採取位置図     添付資料１１－１ 

 

 

 

 

 

 

原子炉建屋 １階 平面図 

 

 

 
 

タービン建屋 ３階 平面図 

コア採取位置 

R/B-1F①
R/B-1F②
R/B-1F③

T/B-3F①
T/B-3F②
T/B-3F③

コア採取位置 



コンクリート膨張率試験コア採取位置図     添付資料１１－１ 

 

 

 

廃棄物減容処理装置建屋（第１建屋） １階 平面図 

 

 

 

 

 

NRW-Ⅰ-1F① 
NRW-Ⅰ-1F② 
NRW-Ⅰ-1F③ 

コア採取位置 



コンクリート膨張率試験コア採取位置図     添付資料１１－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取水槽スクリーン室 平面図 

  

3IU2-B①～③ 
3IM2-B①～③ 
3IL2-B①～③ 

3IU1-B①～③ 
3IM1-B①～③ 
3IL1-B①～③ 

コア採取位置 



コンクリート膨張率試験コア採取位置図     添付資料１１－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取水槽スクリーン室 Ａ－Ａ断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取水槽スクリーン室 Ｂ－Ｂ断面図 

  

3IL1-B① 
3IL1-B② 
3IL1-B③ 

3IU1-B①
3IU1-B②
3IU1-B③

3IM1-B① 
3IM1-B② 
3IM1-B③ コア採取位置 

3IL2-B① 
3IL2-B② 
3IL2-B③ 

3IU2-B①
3IU2-B②
3IU2-B③

3IM2-B①
3IM2-B②
3IM2-B③

コア採取位置 



コンクリート膨張率試験コア採取位置図     添付資料１１－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＲＣＷＳ戻り配管ダクト 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＲＣＷＳ戻り配管ダクト Ａ－Ａ断面図 

  

3R-B① 

コア採取位置 

3R-B② 

3R-B③ 

3R-B① 
3R-B② 
3R-B③ 

コア採取位置 



コンクリート膨張率試験コア採取位置図     添付資料１１－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主排気ダクト 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主排気ダクト Ａ－Ａ断面図 

 

 

NB-B① 
NB-B② 
NB-B③ 

コア採取位置 

NB-B① 
NB-B② 
NB-B③ 

コア採取位置 



コンクリート膨張率試験コア採取位置図     添付資料１１－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧軽油タンク防油堤 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧軽油タンク防油堤 Ａ－Ａ断面図 

 

 

 

3L-B① 
3L-B② 
3L-B③ 

コア採取位置 

3L-B① 

コア採取位置 

3L-B② 

3L-B③ 



コンクリート膨張率測定結果    添付資料１１－２ 

 

コンクリート膨張率測定結果(建物) 

 

 

  

全膨張率

(％)

R/B-1F① 0.012

R/B-1F② 0.010

R/B-1F③ 0.011

平均値 0.011

T/B-3F① 0.017

T/B-3F② 0.018

T/B-3F③ 0.023

平均値 0.019

NRW-Ⅰ-1F① 0.009

NRW-Ⅰ-1F② 0.011

NRW-Ⅰ-1F③ 0.010

平均値 0.010

評価対象構造物 コアNo

原子炉建屋

タービン建屋

廃棄物減容処理装置建屋
（第１建屋）



コンクリート膨張率測定結果    添付資料１１－２ 

 

コンクリート膨張率測定結果(構築物) 

 
 

※1：旧軽油タンク防油堤にて調査を実施 

 

 

全膨張率

(％)

3IU1-B① 0.016

3IU1-B② 0.012

3IU1-B③ 0.014

平均値 0.014

3IU2-B① 0.010

3IU2-B② 0.009

3IU2-B③ 0.010

平均値 0.010

3IM1-B① 0.018

3IM1-B② 0.016

3IM1-B③ 0.015

平均値 0.016

3IM2-B① 0.013

3IM2-B② 0.011

3IM2-B③ 0.014

平均値 0.013

3IL1-B① 0.011

3IL1-B② 0.010

3IL1-B③ 0.012

平均値 0.011

3IL2-B① 0.014

3IL2-B② 0.011

3IL2-B③ 0.008

平均値 0.011

3R-B① 0.016

3R-B② 0.009

3R-B③ 0.008

平均値 0.011

NB-B① 0.018

NB-B② 0.012

NB-B③ 0.011

平均値 0.014

3L-B① 0.009

3L-B② 0.009

3L-B③ 0.008

平均値 0.009

軽油タンク基礎

原子炉機器冷却
海水ポンプ室

気中帯

干満帯

海中帯

原子炉機器冷却海水配管ﾀﾞｸﾄ
原子炉機器冷却海水ﾌｨﾙﾀ室

コアNo

NRW/B連絡ダクト

評価対象構造物

※1 

 



      保全作業報告書（浜岡 土木設備点検業務委託）  添付資料１１－３ 
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      保全作業報告書（浜岡 土木設備点検業務委託）  添付資料１１－３ 
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      保全作業報告書（浜岡 土木設備点検業務委託）  添付資料１１－３ 
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      保全作業報告書（浜岡 土木設備点検業務委託）  添付資料１１－３ 
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中部電力株式会社 
事象：金属疲労 

浜岡３号炉－コンクリート鉄骨－12 

  

 

タイトル 

 

排気筒の鉄塔支持化(オイルダンパ付)の工事概要について 

 

 

 

 

説明 

 

耐震裕度向上のため，筒身の外側に三角形平面の鉄塔を新設し，筒身と鉄塔を

オイルダンパで接続する工事を実施しました。また，新設鉄塔の基礎は岩盤上に

設置しました。添付資料 12－１に竣工後の排気筒構造概要，添付資料 12－２に

オイルダンパ概要を示します。 

 

 添付資料 12－１ ３号機 排気筒構造概要 

 添付資料 12－２ オイルダンパ概要 

以 上



３号機 排気筒構造概要                 添付資料 12－１ 

 

 

  

 
一次固有振動数 

（Hz） 

工事前 0.85 

工事後 1.72 

図 排気筒平面図 

図 排気筒姿図 

表 一次固有振動数 



オイルダンパ概要                   添付資料 12－２ 

 

既設排気筒本体
（外筒）

支持点アーム

外筒補強リング

オイルダンパ

鉄塔水平材

図 筒身・支持鉄塔間の接続方法 

図 オイルダンパの概形図 

減衰係数 剛性 許容速度 許容変位

(×10
3
N･s/cm) (×10

3
N/mm) (m/s) (mm)

L型 5.0 80 1.8 ±300

M型 7.5 110 1.2 ±200

形式

表 オイルダンパーの仕様(1 台あたり)



中部電力株式会社 
事象：金属疲労 

 
浜岡３号炉－コンクリート鉄骨－13 

 

 

タイトル 

 

共振風速の算出方法，条件及び結果について 

 

 

 

 

説明 

 

１．算出方法 

建築物荷重指針・同解説(2015) 日本建築学会に示されている下式を用

いました。 

Ur=5･f1･Dm 

ここに Ur ：共振風速(m/s) 

f1 ：風直交方向振動の１次固有振動数(Hz) 

Dm ：2/3 の高さにおける外径(m) 

 

２．条件 

条件は，以下のとおりです。 

f1 ：1.72Hz 

Dm ：6.71m 

 

３．結果 

以上より，共振風速は Ur=57.7m/s となります。 

以 上



中部電力株式会社 
事象：金属疲労 

浜岡３号炉－コンクリート鉄骨－14 

 

タイトル 

 

「共振による疲労割れは確認されていない。」とする根拠について 

 

 

 

 

 

説明 

 

「点検計画(建築編)(運転)」に基づき，定期的に目視点検を実施しています。

目視点検の結果，「割れ」はなかったことから，「共振に起因する疲労割れは確

認されていない」としています。目視点検の結果を，添付資料 14－１に示しま

す。 

 

添付資料 14－１ 保全作業報告書（浜岡１～５号 排気筒点検） 

以 上

 

 

 

 

 

 



保全作業報告書（浜岡１～５号 排気筒点検）       添付資料 14－１ 
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保全作業報告書（浜岡１～５号 排気筒点検）       添付資料 14－１ 

 

 

T.P.6,500 

：点検対象箇所 

筒体 

アイソカイネチック 
フランジ 

上部サンプリング 
配管用スリーブ 

下部マンホール 

上部マンホール 

下部サンプリング 
配管用スリーブ 

T.P.6,000(FL±0)

支持鉄塔 

ダクト開口周り 

ダクト開口 

８工区 

７工区 

６工区 

５工区 

４工区 

３工区 

２工区 

１工区 

９工区 

排気筒点検範囲 



保全作業報告書（浜岡１～５号 排気筒点検）       添付資料 14－１ 
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保全作業報告書（浜岡１～５号 排気筒点検）       添付資料 14－１ 

 

c2251174
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中部電力株式会社 
事象：塩分浸透 

浜岡３号炉－コンクリート鉄骨－16 

 

タイトル 

 

塩分浸透の評価対象部位及び評価点を抽出した過程について 

 

 

 

 

 

説明 

 

 塩分浸透の評価対象部位及び評価点を抽出した過程は以下のとおりです。 

 

１．塩分浸透の評価対象部位 

塩分浸透の評価では，図 16－１に示すフローに従い評価対象部位を選定し

ています。 

評価対象部位は，塗装仕上げ材がなく，海水の接触や飛沫の影響を受ける構

造物として，原子炉機器冷却海水ポンプ室を選定しています。また，飛来塩分

の影響を受ける構造物として，軽油タンク基礎を選定しています。 

 

２．塩分浸透の評価点 

原子炉機器冷却海水ポンプ室については，気中帯，干満帯，海中帯の全ての

評価が可能な内壁を評価点としています。また，軽油タンク基礎については，

軽油タンクを直接支持し，外力の作用を常時受けているスラブを評価点とし

ています。 

なお，軽油タンク基礎については，2008 年２月に建て替えられており，３

号機運転開始時に建設された構造物ではないことから，３号機運転開始時に

建設され，現在は供用されていない旧軽油タンク防油堤で調査しています。 

 

以 上

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 16－１ 評価対象部位の選定フロー 

 

以 上

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有る場合 

無い場合 

始め  

代表  非代表  

塗装仕上げ材の有無
全面塗装の場合 

無し，又は 

部分塗装の場合 

海水の接触の有無 

飛来塩分の有無 

無い場合 

有る場合 



中部電力株式会社 
事象：機械振動 

浜岡３号炉－コンクリート鉄骨－17 

 

 

タイトル 

 

機械振動の評価対象部位と評価点を抽出した過程及び冷温停止中に比較的大き

な振動を受ける機器の原動機出力について 

 

 

 

説明 

 

 １．機械振動の評価対象部位と評価点を抽出した過程について 

   「高経年化技術評価審査マニュアル」を踏まえ，タービン発電機架台及び

非常用ディーゼル発電機基礎を選定し，このうち非常用ディーゼル発電機

については，定例試験等における一時的な運転のみであることから，機械振

動によるコンクリートの経年劣化への影響は小さいと判断し，タービン発

電機架台を評価対象部位としました。 

   評価点は，機械振動荷重を直接受ける機器支持部としました。 

 

 ２．冷温停止中に比較的大きな振動を受ける機器の原動機出力について 

   冷温停止中に比較的大きな振動を受ける機器の原動機出力を以下の表に

示します。冷温停止中において，待機状態の機器については定例試験等にお

ける一時的な運転のみであり，運転状態の機器については原動機出力が小

さいことから，これらの機器の機械振動によるコンクリートの経年劣化へ

の影響は小さいと判断します。 

表 機器の原動機出力 

評価書 機器名称 使用状態 原動機出力（kW/個）

ポンプ 高圧炉心スプレイポンプ 待機 2,650 

低圧炉心スプレイポンプ 待機 1,250 

余熱除去ポンプ 待機 750 

制御棒駆動水ポンプ 運転 300 

機械設備 非常用ディーゼル発電設備 待機 6,767 

以 上

 

 



中部電力株式会社 
事象：熱 

 

浜岡３号炉－コンクリート鉄骨－19 Rev.1 

 

タイトル 

 

通常運転時における一次しゃへい壁における温度測定の方法，位置及び結果に

ついて 

 

 

 

 

 

説明 

 

第 15 サイクル通常運転時に実施した一次しゃへい壁における温度測定の方

法，位置及び結果は以下のとおりです。 

 

１．測定方法 

   格納容器内に温度ロガーと，温度ロガーが欠測した場合の補完用に示温

材を設置し，プラント１サイクル運転期間測定を行いました。 

   温度ロガーの測定間隔は 255 分とし，示温材は 5℃ピッチ・非可逆性の

ものを使用しました。 

 

２．測定位置及び測定結果 

測定位置及び測定結果を添付資料 19－１に示します。一次しゃへい壁の

温度は格納容器上部において最大で 55℃となり，温度制限値の 65℃を下

回っています。 

 

添付資料 19－１ 格納容器内ケーブル経年劣化評価に伴う調査業務 報告書

（抜粋） 

 

以 上



c2251174
テキストボックス
内は個人に係る情報または営業秘密に属しますので公開できません



格納容器内ケーブル経年劣化評価に伴う調査業務 報告書（抜粋） 添付資料 19－１ 

 

 

 

図 測定位置及び測定結果（原子炉格納容器 ＦＬ―５０００） 

c2251174
テキストボックス
内は核物質防護に係る事項のため公開できません



格納容器内ケーブル経年劣化評価に伴う調査業務 報告書（抜粋） 添付資料 19－１ 

 

図 測定位置及び測定結果（原子炉格納容器 ＦＬ―２４００） 

c2251174
テキストボックス
内は核物質防護に係る事項のため公開できません



格納容器内ケーブル経年劣化評価に伴う調査業務 報告書（抜粋） 添付資料 19－１ 

図 測定位置及び測定結果（原子炉格納容器 ＦＬ０） 

c2251174
テキストボックス
内は核物質防護に係る事項のため公開できません



格納容器内ケーブル経年劣化評価に伴う調査業務 報告書（抜粋） 添付資料 19－１ 

 

図 測定位置及び測定結果（原子炉格納容器 ＦＬ２３００） 

c2251174
テキストボックス
内は核物質防護に係る事項のため公開できません



格納容器内ケーブル経年劣化評価に伴う調査業務 報告書（抜粋） 添付資料 19－１ 

 

図 測定位置及び測定結果（原子炉格納容器 ＦＬ４５００） 

c2251174
テキストボックス
内は核物質防護に係る事項のため公開できません



格納容器内ケーブル経年劣化評価に伴う調査業務 報告書（抜粋） 添付資料 19－１ 

 

図 測定位置及び測定結果（原子炉格納容器 ＦＬ７４００） 

c2251174
テキストボックス
内は核物質防護に係る事項のため公開できません



格納容器内ケーブル経年劣化評価に伴う調査業務 報告書（抜粋） 添付資料 19－１ 

 

図 測定位置及び測定結果（原子炉格納容器 ＦＬ１００００） 

c2251174
テキストボックス
内は核物質防護に係る事項のため公開できません



格納容器内ケーブル経年劣化評価に伴う調査業務 報告書（抜粋） 添付資料 19－１ 

 

図 測定位置及び測定結果（原子炉格納容器 ＦＬ１６３１５） 

c2251174
テキストボックス
内は核物質防護に係る事項のため公開できません



格納容器内ケーブル経年劣化評価に伴う調査業務 報告書（抜粋） 添付資料 19－１ 

 

図 測定位置及び測定結果（原子炉格納容器 ＦＬ２０２８４） 

図 測定位置及び測定結果（原子炉格納容器 ペデスタル） 

c2251174
テキストボックス
内は核物質防護に係る事項のため公開できません



中部電力株式会社 
事象：中性化 

浜岡３号炉－コンクリート鉄骨－22 Rev.1 

 

 

 

タイトル 

 

運転開始以降に実施した中性化深さの測定方法，位置及び結果について 

 

 

 

 

説明 

 

運転開始以降に実施した中性化深さの測定方法，測定位置及び測定結果は以下の

とおりです。 

なお，軽油タンク基礎については，2008 年２月に建て替えられており，３号機運

転開始時に建設された構造物ではないことから，３号機運転開始時に建設され，現

在は供用されていない旧軽油タンク防油堤で調査しています。 

 

1. 測定方法 

測定は，JIS A 1152「コンクリートの中性化深さの測定方法」（コア採取法）

及び NDIS 3419「ドリル削孔粉を用いたコンクリート構造物の中性化深さ試

験方法」（ドリル法）に基づき実施しています。 

 

2. 測定位置 

測定位置を添付資料 22－１に示します。 

 

3. 測定結果 

測定結果を添付資料 22－２に示します。 

経過 20 年時点と経過 27 年時点で中性化深さを測定している箇所について

は，経過 27 年時点の測定結果の方が大きい傾向にあり，中性化の進行が認め

られるため，評価にあたっては経過 27 年時点の結果を用いています。 

 

添付資料 22－１ 中性化深さ測定位置 

添付資料 22－２ 中性化深さ測定結果 

 

以 上

 

 

 



       中性化深さ測定位置                    添付資料２２－１ 
 

   
原子炉建屋 地下 2 階 

 

   
原子炉建屋 １階  

R-B2-D-1 

R-1-D-1 

R-1-D-2 

R-1-D-3

中性化深さ測定位置 

中性化深さ測定位置 



       中性化深さ測定位置                    添付資料２２－１ 
 

   

原子炉建屋 ３階 

 

  

タービン建屋 地下１階  

R-3-1 

T-B1-D-1 

中性化深さ測定位置 

中性化深さ測定位置 



       中性化深さ測定位置                    添付資料２２－１ 
 

  

タービン建屋 １階 

 

  

タービン建屋 2 階  

T-1-1 

T-1-D-1

T-1-D-2

T-2-D-1

中性化深さ測定位置 

中性化深さ測定位置 



       中性化深さ測定位置                    添付資料２２－１ 
 

  

タービン建屋 3 階 

 

  
補助建屋 地下 2 階  

T-3-D-1 

Ax-B2-1

中性化深さ測定位置 

中性化深さ測定位置 



       中性化深さ測定位置                    添付資料２２－１ 
 

  
補助建屋 地下 1 階 

 

  
補助建屋 １階  

Ax-1-D-1

Ax-B1-D-1 

Ax-1-1 

中性化深さ測定位置 

中性化深さ測定位置 



       中性化深さ測定位置                    添付資料２２－１ 
 

  
補助建屋 ３階 

 

 

廃棄物減容処理装置建屋（第１建屋） 地下 2 階  

Ax-3-D-1

中性化深さ測定位置 

NRW-Ⅰ-B2-D-1 

中性化深さ測定位置 



       中性化深さ測定位置                    添付資料２２－１ 
 

 

廃棄物減容処理装置建屋（第１建屋） 地下 1 階 

 

 

 

 

廃棄物減容処理装置建屋（第１建屋） 1 階  

NRW-Ⅰ-B1-D-1 

NRW-Ⅰ-1-D-1 

中性化深さ測定位置 

中性化深さ測定位置 



       中性化深さ測定位置                    添付資料２２－１ 
 

 

廃棄物減容処理装置建屋（第１建屋） 2 階 

 

 

 

 

廃棄物減容処理装置建屋（第１建屋） 3 階  

NRW-Ⅰ-2-D-1 

NRW-Ⅰ-3-D-1 

中性化深さ測定位置 

中性化深さ測定位置 



       中性化深さ測定位置                    添付資料２２－１ 
 

 

廃棄物減容処理装置建屋（第１建屋） 4 階 

 

 

廃棄物減容処理装置建屋（第２建屋） 地下 2 階  

NRW-Ⅱ-B2-D-1 

中性化深さ測定位置 

NRW-Ⅰ-4-D-1 

中性化深さ測定位置 



       中性化深さ測定位置                    添付資料２２－１ 
 

 

廃棄物減容処理装置建屋（第２建屋） 地下 1 階 

 

 

 

 

廃棄物減容処理装置建屋（第２建屋） １階  

NRW-Ⅱ-1-D-1 

中性化深さ測定位置 

NRW-Ⅱ-B1-D-1 

中性化深さ測定位置 

NRW-Ⅱ-1-1 



       中性化深さ測定位置                    添付資料２２－１ 
 

 

廃棄物減容処理装置建屋（第２建屋） 2 階 

 

 

 

 

廃棄物減容処理装置建屋（第２建屋） 3 階  

NRW-Ⅱ-2-D-1 

NRW-Ⅱ-3-D-1 

中性化深さ測定位置 

中性化深さ測定位置 



       中性化深さ測定位置                    添付資料２２－１ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉機器冷却海水ポンプ室 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉機器冷却海水ポンプ室 A-A 断面図 

 

3PU1-① 
3PU1-② 

3PL1-① 
3PL1-② 

3PM1-① 
3PM1-② 

中性化深さ測定位置 

3PU1-①
3PU1-②

3PM1-① 
3PM1-② 

3PL1-① 
3PL1-② 

中性化深さ測定位置 



       中性化深さ測定位置                    添付資料２２－１ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉機器冷却海水配管ダクト 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉機器冷却海水配管ダクト A-A 断面図 

3RA-①
3RA-②

中性化深さ測定位置 

3RA-① 
3RA-② 

中性化深さ測定位置 



       中性化深さ測定位置                    添付資料２２－１ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧軽油タンク防油堤 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧軽油タンク防油堤 A-A 断面図 

 

 

 

 

 

3L-① 
3L-② 

中性化深さ測定位置 

3L-① 
3L-② 

中性化深さ測定位置 



中性化深さ測定結果         添付資料２２－２ 

 

 

 

  

 

表 中性化深さ測定結果

コア採取法 ドリル法

2008年2月（20年） - 0.2 6.0

2015年2月（27年） - 0.6 6.0

2008年2月（20年） - 0.1 6.0

2015年2月（27年） - 0.1 6.0

2008年2月（20年） - 0.2 6.0

2015年2月（27年） - 0.5 6.0

2008年2月（20年） - 0.1 6.0

2015年2月（27年） - 0.7 6.0

３階南通路内壁 R-3-1 2014年10月（27年） 1.2 - 6.0

2008年2月（20年） - 0.2 6.0

2015年2月（27年） - 0.3 6.0

１階タービン発電機架台 T-1-1 2014年12月（27年） 0.4 - 6.0

2008年2月（20年） - 0.2 6.0

2015年2月（27年） - 0.2 6.0

2008年2月（20年） - 0.5 6.0

2015年2月（27年） - 0.4 6.0

2008年2月（20年） - 0.3 6.0

2015年2月（27年） - 0.2 6.0

2008年2月（20年） - 0.1 6.0

2015年2月（27年） - 0.1 6.0

地下２階東エレベーター前壁 Ax-B2-1 2014年12月（27年） 2.0 - 6.0

2008年2月（20年） - 0.1 6.0

2014年12月（27年） - 0.3 6.0

１階南通路壁 Ax-1-1 2014年12月（27年） 1.8 - 6.0

2008年2月（20年） - 0.3 6.0

2014年12月（27年） - 0.3 6.0

3階内壁 Ax-3-D-1 2014年11月（27年） - 0.1 6.0

地下2階西外壁室内側 NRW-Ⅰ-B2-D-1 - 0.8 6.0

地下1階西外壁室内側 NRW-Ⅰ-B1-D-1 - 0.5 6.0

1階西外壁室内側 NRW-Ⅰ-1-D-1 - 0.3 6.0

2階西外壁室内側 NRW-Ⅰ-2-D-1 - 0.3 6.0

3階西外壁室内側 NRW-Ⅰ-3-D-1 - 0.8 6.0

4階西外壁室内側 NRW-Ⅰ-4-D-1 - 0.7 6.0

地下2階西廊下内壁 NRW-Ⅱ-B2-D-1 - 0.1 7.0

地下1階西廊下内壁 NRW-Ⅱ-B1-D-1 - 0.1 7.0

1階西廊下内壁 NRW-Ⅱ-1-D-1 - 0.2 7.0

１階主換気系ﾌｧﾝ室北外壁内側 NRW-Ⅱ-1-1 2014年3月（21年） 1.6 - 7.0

2階西廊下内壁 NRW-Ⅱ-2-D-1 - 0.2 7.0

3階西外壁室内側 NRW-Ⅱ-3-D-1 - 1.4 7.0

3PU1-① 0.4 0.1

3PU1-② 0.2 0.1

3PM1-① 0.1 0.1

3PM1-② 0.0 0.1

3PL1-① 0.0 0.1

3PL1-② 0.0 0.1

3RA-① 1.7 1.1

3RA-② - 0.7

3L-① 1.2 1.2

3L-② - 2.7

※１：旧軽油タンク防油堤にて調査を実施
※２：ドリル法
※３：コア採取法

タービン建屋

3階南西内壁 T-3-D-1

2階タービン発電機架台 T-2-D-1

地下1階南内壁 T-B1-D-1

1階南外壁室内側 T-1-D-2

1階北東内壁 T-1-D-1

廃棄物減容処理装置建屋（第２建屋）

2014年2月（21年）

2014年2月（21年）

7.9

7.0

6.9

6.9

4.92016年5月（28年）

2015年5月※2（27年）

2015年6月※3（27年）

2016年5月（28年）

2014年12月（33年）

地下1階北外壁室内側 Ax-B1-D-1

1階東内壁

中性化深さ平均値（cm）

1階北内壁 R-1-D-1

1階東内壁 R-1-D-2

1階北通路壁 R-1-D-3

Ax-1-D-1

鉄筋が腐食し始める時点
の中性化深さ(cm)

調査時期
(経過年数)

調査番号

地下2階南西内壁 R-B2-D-1

構築物

構造物名称 調査箇所構造

気中帯内壁

干満帯内壁

海中帯内壁

内壁

スラブ※1

原子炉機器冷却海水ポンプ室

原子炉機器冷却海水配管ダクト

補助建屋

軽油タンク基礎※1

建物

廃棄物減容処理装置建屋（第１建屋）

原子炉建屋



中部電力株式会社 
事象：中性化 

浜岡３号炉－コンクリート鉄骨－24 Rev.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

タイトル 

 

調査時点及び運転開始後 40 年経過時点の中性化深さの推定値及び算定過程（推

定式，条件，パラメータ）について 

 

 

 

 

説明 

 

中性化深さの推定値及び算定過程（推定式，条件，パラメータ）については，

添付資料 24－１に示すとおりです。 

 

添付資料 24－１ 中性化深さの評価結果 

 

以 上

 



中性化深さの評価結果            添付資料２４－１ 

  

1. 中性化深さ実測値 

評価対象構造物の中性化深さの実測値を表２４－１に示します。 

 

表２４－１ 中性化深さの実測値 

対象構造物 評価点 

調査時点の中性化深さ 

調査時期 経過年数 
実測値
(cm) 

屋
内 

原子炉建屋 ３階南通路壁 
2014年 
10月 

27 年 1.2 

タービン建屋 タービン発電機架台
2014年 
12月 

27 年 0.4 

補助建屋 
地下２階東 

エレベーター前壁 
2014年 
12月 

27 年 2.0 

廃棄物減容処理装置
建屋（第１建屋） 

３階西壁 
2014年 
12月 

33 年 0.8 

廃棄物減容処理装置
建屋（第２建屋） 

１階主換気系 
ファン室耐震壁 

2014年 
3月 

21 年 1.6 

屋 
外 

原子炉機器冷却 
海水配管ダクト 

内壁 
2016年 
5月 

28 年 1.7 

軽油タンク基礎 スラブ 
2015年 
5月 

27 年 2.7 

 

2. 中性化深さ推定式 

中性化深さの評価に用いる推定式の出典を表２４－２に示します。 

 

表２４－２ 中性化深さ推定式の出典 

推定式 推定式の出典 式番号 

(1)実測値に 

基づく√t式 

公益社団法人 土木学会 コンクリート標準示方書[維持

管理編]（2007 年） 
式(2.1) 

(2)岸谷式 
一般社団法人 日本建築学会 高耐久性鉄筋コンクリート

造設計施工指針(案)・同解説（1991 年） 
式(2.2) 

(3)依田式 
岸谷他，コンクリート構造物の耐久性シリーズ 中性化 

技報堂出版（1986 年） 

式(2.3) 

式(2.4) 

(4)森永式 
森永，鉄筋の腐食速度に基づいた鉄筋コンクリート建築物

の寿命予測に関する研究 東京大学学位論文（1986 年） 
式(2.5) 
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中性化深さ推定式を，式(2.1)～式(2.5)に示します。 

 

(1) 中性化深さの実測値に基づく√ｔ式 

tAC   ···························································· 式(2.1) 

ここに，C ：中性化深さ（㎜） 

A ：中性化速度係数（㎜/√年） 

t ：C まで中性化する期間（年） 

 

(2) 岸谷式 

（水セメント比ｘ≦0.6 の場合） 

 
2

22
C

76.1x6.4R

7.2
t


  ·············································· 式(2.2) 

ここに，t ：C まで中性化する期間（年） 

x ：水セメント比（％/100） 

C ：中性化深さ（㎝） 

R ：中性化比率（R=α・β・γ） 

α ：劣化外力の区分による係数 

β ：仕上げ材による係数 

γ ：セメントの種類による係数 

 

 (3) 依田式 

（普通ポルトランドセメント，屋内の場合） 

 
2

2 C
18x100

262
t


   ··········································· 式(2.3) 

（普通ポルトランドセメント，屋外の場合） 

 
2

2 C
36x100

155
t


   ··········································· 式(2.4) 

ここに，t ：C まで中性化する期間（年） 

x ：水セメント比（％/100） 

C ：中性化深さ（㎜） 

α ：コンクリートの品質に関する係数 

β ：仕上げ材の遅延（抑制）効果に関する係数 

γ ：環境条件に関する係数 
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(4) 森永式 

（水セメント比ｘ≦0.6 の場合） 

   t76.1x6.4T022.0RH017.0391.1R44.2
5

C 


 ············ 式(2.5) 

ここに，C ：中性化深さ（㎜）      t ：C まで中性化する期間（日） 

ρ ：炭酸ガス濃度（％）        x ：水セメント比（％/100） 

R ：仕上材の中性化比率 

RH ：湿度（％RH） 

T ：温度（℃） 

 

3. 計算条件 

評価に用いる経過年数，セメントの種類，水セメント比及び環境条件を表２４－３に示します。 

 

表２４－３ 計算条件 

対象構造物 
経過 
年数 
(年) 

中性化深さ
実測値 
(cm) 

ｾﾒﾝﾄの 
種類 

水ｾﾒﾝﾄ比
(％) 

環境条件 

温度
(℃)

湿度 
(％RH) 

炭酸ｶﾞｽ濃度
(ppm) 

屋
内 

原子炉建屋 27 1.2 
中庸熱 
ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞ
ｾﾒﾝﾄ 

52 32.7※1 30.4※1 500※2 

タービン建屋 27 0.4 
中庸熱 
ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞ
ｾﾒﾝﾄ 

52 23.7※1 50.4※1 500※2 

補助建屋 27 2.0 
中庸熱 
ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞ
ｾﾒﾝﾄ 

52 24.5※1 47.7※1 500※2 

廃棄物減容処理装置
建屋（第１建屋） 

33 0.8 
中庸熱 
ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞ
ｾﾒﾝﾄ 

50 20.3※1 59.4※1 500※2 

廃棄物減容処理装置
建屋（第２建屋） 

21 1.6 
中庸熱 
ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞ
ｾﾒﾝﾄ 

52 23.0※1 51.7※1 500※2 

屋
外 

原子炉機器冷却 
海水配管ダクト 

28 1.7 
普通 

ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞ
ｾﾒﾝﾄ 

55 16.5※3 72※3 500※2 

軽油タンク基礎 27 2.7 
普通 

ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞ
ｾﾒﾝﾄ 

52 16.5※3 72※3 500※2 

※1 2015 年 4 月～2016 年 3 月までの屋内温湿度測定結果の平均値 

※2 2015 年 4 月～2016 年 3 月までの屋内及び屋外の炭酸ガス濃度測定結果の平均値より保守的に設定  

※3 1985 年～2014 年までの御前崎気象観測所温湿度測定結果の平均値 
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4. 中性化深さ推定式のパラメータ 

中性化深さの各推定式のパラメータを表２２－４～表２２－６に示します。 

 

表２２－４ 岸谷式のパラメータ 

対象構造物 
劣化外力区分
による係数

α 

仕上げ材 
による係数 

β 

ｾﾒﾝﾄの種類 
による係数 

γ 

中性化比率 
Ｒ 

(Ｒ=α･β･γ)

屋
内 

原子炉建屋 1.7 1.0 1.2 2.04 

タービン建屋 1.7 1.0 1.2 2.04 

補助建屋 1.7 1.0 1.2 2.04 

廃棄物減容処理装置
建屋（第１建屋） 

1.7 1.0 1.2 2.04 

廃棄物減容処理装置
建屋（第２建屋） 

1.7 1.0 1.2 2.04 

屋
外 

原子炉機器冷却 
海水配管ダクト 

1.0 1.0 1.0 1.0 

軽油タンク基礎 1.0 1.0 1.0 1.0 

 

表２２－５ 依田式のパラメータ 

対象構造物 
ｺﾝｸﾘｰﾄの品質
による係数 

α 

仕上げ材 
による係数 

β 

環境条件 
による係数 

γ 

屋
外 

原子炉機器冷却 
海水配管ダクト 

0.5 1.0 0.8 

軽油タンク基礎 0.5 1.0 0.8 

 

表２２－６ 森永式のパラメータ 

対象構造物 
仕上げ材の中性化比率 

Ｒ 

屋
内 

原子炉建屋 1.0 

タービン建屋 1.0 

補助建屋 1.0 

廃棄物減容処理装置
建屋（第１建屋） 

1.0 

廃棄物減容処理装置
建屋（第２建屋） 

1.0 

屋
外 

原子炉機器冷却 
海水配管ダクト 

1.0 

軽油タンク基礎 1.0 
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5. 中性化速度係数の評価結果 

各推定式における中性化速度係数は，式(5.1)～式(5.5)の通りです。また，中性化速度係数の評価結果を表

２２－７に示します。 

 

(1) 中性化深さの実測値に基づく√ｔ式 

t

C
A   ····························································· 式(5.1) 

ここに，A ：中性化速度係数（cm/√年） 

C ：中性化深さ（cm） 

t ：C まで中性化する期間（年） 

 

(2) 岸谷式 

（水セメント比ｘ≦0.6 の場合） 

 
2.7

76.1x6.4R
A


  ·················································· 式(5.2) 

ここに，A ：中性化速度係数（cm/√年） 

x ：水セメント比（％/100） 

R ：中性化比率（R=α・β・γ） 

α ：劣化外力の区分による係数 

β ：仕上げ材による係数 

γ ：セメントの種類による係数 

 

(3) 依田式 

（普通ポルトランドセメント，屋内の場合） 

 



262

18x100

10

1
A  ·············································· 式(5.3) 

（普通ポルトランドセメント，屋外の場合） 

 



155

36x100

10

1
A  ·············································· 式(5.4) 

ここに，A ：中性化速度係数（cm/√年） 

x ：水セメント比（％/100） 

α ：コンクリートの品質に関する係数 

β ：仕上げ材の遅延（抑制）効果に関する係数 

γ ：環境条件に関する係数 
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(4) 森永式 

（水セメント比ｘ≦0.6 の場合） 

  76.1x6.4T022.0RH017.0391.1R44.2
510

365
A 


 ········ 式(5.5) 

ここに，A ：中性化速度係数（cm/√年） 

ρ ：炭酸ガス濃度（％） 

R ：仕上材の中性化比率 

RH ：湿度（％RH） 

T ：温度（℃） 

x ：水セメント比（％/100） 

 

表２２－７ 中性化速度係数の評価結果 

対象構造物 

中性化速度係数(cm/√年) 

実測値 
√t式 

岸谷式 依田式 森永式 

屋
内 

原子炉建屋 0.231 0.480 ― 0.470 

タービン建屋 0.077 0.480 ― 0.311 

補助建屋 0.385 0.480 ― 0.330 

廃棄物減容処理装置 
建屋（第１建屋） 

0.139 0.411 ― 0.208 

廃棄物減容処理装置 
建屋（第２建屋） 

0.349 0.480 ― 0.300 

屋
外 

原子炉機器冷却 
海水配管ダクト 

0.321 0.287 0.241 0.190 

軽油タンク基礎 0.520 0.236 0.203 0.156 

 

6. 鉄筋が腐食し始めるときの中性化深さ 

鉄筋が腐食し始めるときの中性化深さは，「一般社団法人 日本建築学会 鉄筋コンクリート造建築物の耐久

設計施工指針（案）・同解説（2004 年）」を参照して，以下のように設定しました。 

 

 屋外の雨掛かりの部分では，鉄筋のかぶり厚さまで達したときとします。 

⇒『屋外』環境として評価する構造物の中性化限界値＝かぶり厚さ 

 屋内の部分では，鉄筋のかぶり厚さから 20 ㎜奥まで達したときとします。 

⇒『屋内』環境として評価する構造物の中性化限界値＝かぶり厚さ＋20 ㎜ 

 

鉄筋が腐食し始める時点の中性化深さを，表２２－８に示します。 
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表２２－８ 鉄筋が腐食し始める時点の中性化深さ 

対象構造物 
かぶり厚さ 

(cm) 

鉄筋が腐食し始める
時点の中性化深さ 

(cm) 

屋
内 

原子炉建屋 4.0 6.0 

タービン建屋 4.0 6.0 

補助建屋 4.0 6.0 

廃棄物減容処理装置 
建屋（第１建屋） 

4.0 6.0 

廃棄物減容処理装置 
建屋（第２建屋） 

5.0 7.0 

屋
外 

原子炉機器冷却 
海水配管ダクト 

4.9 4.9 

軽油タンク基礎 7.9 7.9 

 

7. 中性化深さの評価結果 

中性化深さの評価結果を，表２２－９に示します。表２２－９より，調査時点及び運転開始後 40 年経過時

点における中性化深さは，鉄筋が腐食し始める時点の中性化深さと比較して十分に小さい値を示しています。 

 

表２２－９ 中性化深さの評価結果 

対象構造物 

調査時点  
運転開始後 40 年経過時点 
の中性化深さ予測値(cm) 

鉄筋が腐食
し始める時
点の中性化
深さ(cm)

経過 
年数 
(年) 

実測値 
(cm) 

中性化深さ予測値
(cm) 

岸谷式 依田式 森永式
実測値
√t式 岸谷式 依田式 森永式

屋
内 

原子炉建屋 27 1.2 2.5 ― 1.6 1.5 3.1 ― 3.0 6.0 

タービン建屋 27 0.4 2.5 ― 1.5 0.5 3.1 ― 2.0 6.0 

補助建屋 27 2.0 2.5 ― 1.4 2.5 3.1 ― 2.1 6.0 

廃棄物減容処理装置 
建屋（第１建屋） 

33 0.8 2.4 ― 1.2 1.0 2.8 ― 1.4 6.0 

廃棄物減容処理装置 
建屋（第２建屋） 

21 1.6 2.2 ― 1.2 2.1 2.9 ― 1.9 7.0 

屋
外 

原子炉機器冷却 
海水配管ダクト 

28 1.7 1.6 1.3 1.1 2.1 1.9 1.6 1.3 4.9 

軽油タンク基礎 27 2.7 1.3 1.1 0.9 3.3 1.5 1.3 1.0 7.9 

以 上 



中部電力株式会社 
事象：塩分浸透 

浜岡３号炉－コンクリート鉄骨－25 

 

タイトル 

 

運転開始以降に実施した塩化物イオン濃度の測定方法，位置及び結果について 

 

 

 

 

説明 

 

運転開始以降に実施した塩化物イオン濃度の測定方法，測定位置及び測定結

果は以下のとおりです。 

なお，軽油タンク基礎については，2008 年２月に建て替えられており，３号

機運転開始時に建設された構造物ではないことから，３号機運転開始時に建設

され，現在は供用を終了している旧軽油タンク防油堤で調査しています。 

 

１．測定方法 

測定は，JIS A 1154「硬化コンクリート中に含まれる塩化物イオンの試

験方法」に基づき実施しています。 

 

２．測定位置 

測定位置は，添付資料 25－１に示します。 

 

３．測定結果 

測定結果は，添付資料 25－２に示します。 

 

添付資料 25－１ 塩化物イオン濃度測定位置 

添付資料 25－２ 塩化物イオン濃度測定結果 

 

以 上
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原子炉機器冷却海水ポンプ室 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉機器冷却海水ポンプ室 A－Ａ断面図 
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塩化物イオン濃度測定位置

塩化物イオン濃度測定位置
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原子炉機器冷却海水配管ダクト 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉機器冷却海水配管ダクト Ａ－Ａ断面図 

 

 

塩化物イオン濃度測定位置

3RA-① 
3RA-② 
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3RA-②

塩化物イオン濃度測定位置
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旧軽油タンク防油堤 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧軽油タンク防油堤 Ａ－Ａ断面図 

 

 

 

3L-① 
3L-② 

塩化物イオン濃度測定位置

3L-① 
3L-② 

塩化物イオン濃度測定位置
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表 塩化物イオン濃度測定結果 

評価対象構造物 コア No※1 
調査深さ※2

(mm) 

塩化物 

イオン濃度 

(kg/㎥) 

原子炉機器冷却 

海水ポンプ室 

気中帯 
3PU1-①  

3PU1-② 

20 1.43 

40 1.16 

60 0.85 

80 0.40 

100 0.30 

140 0.07 

干満帯 
3PM1-①  

3PM1-② 

20 1.63 

40 1.05 

60 0.72 

80 0.47 

100 0.21 

140 0.04 

海中帯 
3PL1-①  

3PL1-② 

20 6.26 

40 3.96 

60 2.32 

80 1.51 

100 0.80 

140 0.09 

原子炉機器冷却 

海水配管ダクト 

3RA-①  

3RA-② 

20 0.15 

40 0.11 

60 0.06 

80 0.08 

100 0.07 

140 0.06 

軽油タンク基礎※3 
3L-①  

3L-② 

20 0.73 

40 0.20 

60 0.14 

80 0.17 

100 0.19 

140 0.17 

 

※1：２本のコア供試体をそれぞれ 20mm 間隔で切断し，同一位置のスライス２枚を粉砕・

混合したもので試験を実施 

※2：コア採取箇所表面からの距離 

※3：旧軽油タンク防油堤にて調査を実施 



中部電力株式会社 
事象：機械振動 

 

浜岡３号炉－コンクリート鉄骨－28 

 

 

タイトル 

 

機械振動を日常的に監視している方法，判断基準及び結果について 

 

 

 

 

説明 

 

現在３号炉は，冷温停止中でタービンは運転していませんが，運転中は運

転員が１回/１日の頻度でパトロールを行い，異常な振動音の有無を確認し

ています。また，タービン監視計器により軸振動の測定値を中央制御室にお

いて連続監視すると共に，警報設定を超えると警報が発報します。さらに測

定結果についてはチャートへ記録しています。以下に測定点と警報設定値を

示します。 

 

 

 

 

 

 

 

図 測定点 

 

表 28－１ 警報設定値 

測定点番号 警報設定値（㎜） 

１～10 0.175 

11～13 0.05 

 

以 上 

 

高圧タービン 低圧タービン 発電機 励磁機 

測定点番号 



中部電力株式会社 
事象：機械振動 

 

浜岡３号炉－コンクリート鉄骨－29 

中部電力株式会社

 

タイトル 

 

タービン発電機架台における目視点検結果及び補修計画，補修実績 

について 

 

 

 

 

説明 

 

 タービン発電機架台における目視点検結果及び補修計画，補修実績は以下

のとおりです。 

 

１．目視点検結果 

「点検計画（建築編）（運転）」に基づき目視点検を実施しています。

目視点検結果は，添付資料 29－１に示すとおりです。 

 

２．補修計画及び補修実績 

目視点検結果に基づき，適切な時期に補修を計画し，実施することと

しています。また，これまでに補修実績はありません。 

 

添付資料 29－１ 保全作業報告書（浜岡３号建物高経年化点検他および１

～５号主要構造部点検）  

以 上



       保全作業報告書（浜岡３号建物高経年化点検他および１～５号主要構造部点検） 添付資料 29－１ 
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       保全作業報告書（浜岡３号建物高経年化点検他および１～５号主要構造部点検） 添付資料 29－１ 

c2251174
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       保全作業報告書（浜岡３号建物高経年化点検他および１～５号主要構造部点検） 添付資料 29－１ 
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中部電力株式会社 
事象：熱（遮蔽能力） 

 

浜岡３号炉－コンクリート鉄骨－30 Rev.1 

 

タイトル 

 

熱（遮蔽能力低下）の評価点における温度分布解析について 

 

 

 

説明 

  

熱（遮蔽能力低下）の評価点における温度分布解析については以下のとおりで

す。 

 

 １．解析方法 

   原子炉しゃへい壁中のガンマ線による発熱量は，点減衰核積分コードで

ある SPAN コードを用いて，原子炉しゃへい壁に吸収されたガンマ線エネル

ギーが全て熱に変換されるものとして計算しています。入力パラメータは，

以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２．解析モデル 

   解析に用いた原子炉まわりのしゃへい解析モデルを添付資料 30-１に示

します。 

 

 ３．解析結果 

   解析結果を添付資料 30-２に示します。原子炉しゃへい壁の炉心側表面に

おいて最大 62℃となり，温度制限値 88℃を下回っています。 

 

添付資料 30-１ 原子炉まわりのしゃへい解析モデル（浜岡３号 工事計画認

可申請書 抜粋） 

添付資料 30-２ 原子炉しゃへい壁温度解析結果（浜岡３号 工事計画認可申

請書 抜粋） 

以 上

 

②しゃへい体の 
幾何学的条件 

①線源分布 

SPAN コード ガンマ線による発熱量

③材料密度 



添付資料 30-１ 
原子炉まわりのしゃへい解析モデル（浜岡３号 工事計画認可申請書 抜粋） 

図 原子炉まわりのしゃへい計算モデル 

c2251174
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添付資料 30-２ 
原子炉しゃへい壁温度解析結果（浜岡３号 工事計画認可申請書 抜粋） 

 

図 原子炉しゃへい壁温度解析結果 
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中部電力株式会社 
事象：胴の腐食（全面腐食） 

浜岡３号炉－その他の経年劣化事象－2 Rev.1 

 

タイトル 原子炉冷却材浄化再生熱交換器及び余熱除去熱交換器の胴の運転圧による漏え

い確認の状況（検査頻度，検査結果）並びに，余熱除去熱交換器胴の肉厚測定の

実施状況（検査頻度，検査結果）と現状保全での管理可能な肉厚の想定値につい

て 

 

説明 

原子炉冷却材浄化再生熱交換器の胴については，点検計画に基づき，毎サイ

クルプラント起動時に運転圧による漏えい確認を実施しており，至近の第 17 サ

イクルプラント起動時に漏えいのないことを確認している。 

余熱除去熱交換器の胴については，社内規程の巡視点検手引に基づき，毎サ

イクルプラント停止時の停止時冷却モード運転時に漏えい確認を実施してお

り，至近の第 17 サイクルプラント停止時に漏えいのないことを確認している。

なお，余熱除去熱交換器胴については，運転開始 60 年後の想定腐食量は０．

８ｍｍ（耐震評価値）としており，設計腐食代 ｍｍに対して十分な余裕が

あるため，定期的な肉厚測定は実施していない。今回，プラントの長期停止中

において，余熱除去熱交換器（Ａ）胴の肉厚測定を実施した。 

肉厚測定の結果，建設時の肉厚と比較し，減肉は認められなかった。 

 

表 その他の経年劣化事象２－１  

余熱除去熱交換器 胴 肉厚測定結果 

設計 建設時（S59.1.15） 今回（H27.6.2） 

   

                            単位：ｍｍ 

 

以 上
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中部電力株式会社 
事象：中性子照射による靭性低下 

浜岡３号炉－その他の経年劣化事象－4 

 

 

 

タイトル 

 

炉心シュラウド，上部格子板，炉心支持板，中央及び周辺燃料支持金具，制御

棒案内管の目視点検の実施状況（頻度，範囲等）について 

 

 

説明 

 

IASCC－5 参照。 

 

以 上



中部電力株式会社 
事象：耐震 

浜岡３号炉－耐震－12 

 

 

タイトル 

 

表 2「高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全

上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果」について，炭素鋼配管の流れ加

速型腐食に対する現状保全によって管理される程度の範囲での固有振動数又は

構造・強度上の影響について具体的内容を提示すること。 

 

 

説明 

 

炭素鋼配管の流れ加速型腐食については，平成 19 年 3 月以降，従来の減肉ポ

テンシャルを考慮した点検範囲・頻度の管理及び最小必要肉厚による配管減肉

管理に加え，耐震性を考慮した配管減肉管理を実施している※１。耐震性を考慮

した配管減肉管理方法の具体的な方法は，公称厚さの 75％の厚さ（以下「耐震

上の標準管理値」という。）を耐震上の管理値として配管減肉管理を行うことで

あり，この現状保全の管理方法を継続実施することにより，流れ加速型腐食に対

する耐震安全性は確保される。 

上記管理を行うことで，炭素鋼配管の流れ加速型腐食は“現状保全によって管

理される程度の範囲の進行では，機器の振動応答特性上，又は構造・強度上，影

響が「有意」”とならないため，■事象と評価している。 

なお，冷温停止の維持に必要な評価対象範囲の配管系は，FAC-1 であり，こ

れまでの点検実績からも顕著な減肉は認められていない。 

 

 

※１ 配管減肉管理（炭素鋼配管の流れ加速型腐食）の現状保全 

 

FAC-1 範囲は，酸素注入により溶存酸素濃度を高く保ち流れ加速型

腐食による減肉を抑制している範囲や湿り度の低い蒸気単相領域であ

り，流れ加速型腐食の発生の可能性が低い範囲であることからサンプ

リング点検により顕著な減肉が発生していないことを確認している。 

 

FAC-2,FAC-S 範囲は全数点検の対象であり，これらは点検により「耐

震上の標準管理値」を満足することを確認している。また，次回の点検

時期を「耐震上の標準管理値」までの余寿命をもとに定めており，評価

期間において「耐震上の標準管理値」を満足できない場合は，取替等の

措置を行うこととしている。 

 

以上



中部電力株式会社 
事象：耐震 

浜岡３号炉－耐震－18 Rev.1 

 

 

タイトル 

 

原子炉冷却材浄化系配管及びほう酸水注入系（純水部）配管（ステンレス鋼管）

の粒界型応力腐食割れを耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象としてい

ない評価について，その具体的内容を提示すること。 

 

 

説明 

 

原子炉冷却材浄化系配管及びほう酸水注入系（純水部）配管（ステンレス鋼管）

については，応力腐食割れの感受性を低減した材料を用いていること及び小口

径配管であり残留応力が小さいと考えられることから，粒界型応力腐食割れに

ついては発生する可能性は小さいと判断しています。そのため，耐震安全上考慮

する必要のある経年劣化事象ではない（図 18－１の▲事象に該当）としていま

す。 

 

 

 

 

図 18－１ 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出フロー 

 

添付資料 18－１ 

 原子炉冷却材浄化系配管及びほう酸水注入系（純水部）配管の仕様 

 

 



 

 

原子炉冷却材浄化系配管及びほう酸水注入系（純水部）配管の仕様 

 

 口径 材質 備考 

原子炉冷却材浄化系 20A SUS316L  

ほう酸水注入系 20A～40A SUS316L  
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中部電力株式会社 
事象：耐震 

浜岡３号炉－耐震－21 Rev.1 

 

 

タイトル 

 

後打ちアンカの評価について，設計許容荷重の設定根拠及び減肉後の応力評価

の算定根拠（プラント設計時の耐震条件含む）を提示すること。 

 

 

説明 

 

後打ちアンカについては，メーカーの後打ちアンカ使用基準に基づき設計許

容荷重を定めており，この値以上の荷重がボルトに作用しないよう施工してい

ます。 

後打ちアンカ使用基準の設計許容荷重のうち許容引張荷重については，ボル

トの引張強度（設計降伏点ベース），コンクリートのコーン状破壊強度及びメー

カーの引張試験の最小破壊荷重を考慮して設定しています。 

また，許容せん断荷重については，ボルトのせん断強度（設計降伏点ベース）

を考慮して設定しています。 

 

後打ちアンカの評価にあたっては，ボルトの技術評価により想定される運転

開始後 60 年時点での減肉量（半径方向に 0.3mm）を考慮した上で，設計許容荷

重が作用した場合であっても発生応力が許容応力以下になることを確認してい

ます。 

後打ちアンカ減肉後の応力評価の算定条件及び算定結果を，添付資料 21－１

に示します。 

 

なお，Ｓクラス機器については，耐震バックチェックにおいてプラント全体と

して基準地震動 Ss（最大加速度 800 ガル）に対する耐震安全性を確認していま

す。その中で後打ちアンカを使用している設備についても耐震安全性を確認し

ており，ボルトの減肉による影響を考慮した場合であっても発生応力が許容応

力以下になることを確認しています（添付資料 21－２）。 

 

添付資料 21－１ 後打ちアンカ減肉後の発生応力の算定条件及び算定結果 

添付資料 21－２ Ｓクラス機器の後打ちアンカ評価例 

 

以上

 

 

 

 

 

 



 

後打ちアンカ減肉後の発生応力の算定条件及び算定結果 

型式 
ボルト 
呼び径 

断面積＊１ 

荷重方向 
設計許容荷重＊２ 

（kN） 
減肉後発生応力＊３

（MPa） 
許容応力＊４

（MPa） 
減肉後の 
応力比＊５ 

減肉前 
（mm２） 

減肉後 
（mm２） 

メカニカル
アンカ 

M6 19.0 14.6 
引張 1.56 108 245 0.44 

せん断 0.98 67 141 0.48 

M8 34.7 28.7 
引張 2.15 76 245 0.31 

せん断 1.33 47 141 0.33 

M10 55.1 47.5 
引張 2.84 60 245 0.25 

せん断 1.72 37 141 0.26 

M12 80.2 71.0 
引張 4.51 64 245 0.26 

せん断 2.70 39 141 0.27 

M16 150.3 137.6 
引張 6.47 47 245 0.20 

せん断 3.92 29 141 0.21 

M20 234.9 218.9 
引張 11.37 52 235 0.23 

せん断 6.86 32 135 0.24 

ケミカル 
アンカ 

M12 80.2 71.0 
引張 4.90 69 245 0.29 

せん断 3.92 56 141 0.40 

M16 150.3 137.6 
引張 12.74 93 245 0.38 

せん断 8.62 63 141 0.45 

M20 234.9 218.9 
引張 18.14 83 235 0.36 

せん断 12.25 56 135 0.42 

M22 292.4 274.5 
引張 25.49 93 235 0.40 

せん断 16.67 61 135 0.45 

*1：谷径断面積 
*2：全ての許容応力状態に適用する。 
*3：保守的に運転開始後 60 年間の腐食量である半径方向 0.3mm を想定した。 
*4：ボルトの許容応力は以下の通り。（JSME S NC1-2005 及び JEAG4601-1984 による） 

・許容応力状態ⅣＡS の許容応力（引張）：1.5ft＊＝1.5×F＊/1.5＝1.5×245/1.5＝245MPa（d≦16mm の場合） 
・許容応力状態ⅣＡS の許容応力（せん断）：1.5fs＊＝1.5×F＊/(1.5√3)＝1.5×245/(1.5√3)＝141MPa（d≦16mm の場合） 
・ボルトの材質：SS400 
・設計降伏点：Sy（245MPa（d≦16mm），235MPa（16mm＜d≦40mm）），設計引張強さ：Su（400MPa） 
・F＊＝MIN（Sy，0.7Su）＝245MPa（d≦16mm），235MPa（16mm＜d≦40mm） 

*5：減肉後発生応力／許容応力  
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Ｓクラス機器の後打ちアンカ評価例 

 

 

Ｓクラス機器の後打ちアンカについて，基準地震動 Ss（最大加速度 800 ガル）に対する評価例を以下に示します。 

 

 

分類 設備 型式 
ボルト
呼び径

断面積＊１ 

荷重方向
発生荷重
（kN） 

減肉後 
発生応力＊２

（MPa） 

許容応力＊３

（MPa） 
減肉後の 
応力比＊４ 

減肉前 
（mm２）

減肉後 
（mm２）

機械 
設備 

燃料取替器 
ガイドプレート 
固定アンカボルト 

ケミカル 
アンカ 

M16 150.3 137.6 引張 10.3 75 586 0.13 

*1：谷径断面積 
*2：保守的に運転開始後 60 年間の腐食量である半径方向 0.3mm を想定した。 
*3：ボルトの許容応力は以下の通り。（JSME S NC1-2005 及び JEAG4601-1984 による） 

・許容応力状態ⅣＡS の許容応力（引張）：1.5ft＊＝1.5×F＊/1.5＝1.5×586/1.5＝586MPa 

・F＊＝MIN（Sy，0.7Su）＝586MPa 

*4：減肉後発生応力／許容応力 
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中部電力株式会社 
事象：耐震 

 
 

 

浜岡３号炉－耐震－22 

 

タイトル 

表 3.14-4 の低圧炉心スプレイポンプ及び表 3.14-5 の原子炉機器冷却水熱交

換器の機器付基礎ボルトの腐食に対する評価の具体的内容（評価仕様，解析モ

デル，入力（荷重）条件，評価結果を含む）について 

 

説明 

 

①低圧炉心スプレイポンプ  

 低圧炉心スプレイポンプ（基礎ボルト）の評価内容を以下に示す。 

 

１．評価仕様 

（１）機器構造 

 低圧炉心スプレイポンプは，たて型ポンプであり，基礎ボルトで十分剛な

基礎に固定されている。添付資料 22－１に構造図を示す。 

 

（２）解析モデル 

 本評価の解析モデルを以下に示す。 

 

 

図 22－１ 低圧炉心スプレイポンプ（基礎ボルト）の解析モデル 

 

 

（３）耐震条件 

項目 記号 入力値 単位 

耐震重要度 － Ｓ － 

設置建屋 － 原子炉建屋 － 

設置高さ － FL -15.0 ｍ 

固有周期 － ｓ 

水平方向設計震度 ܥு － 

鉛直方向設計震度 ܥ௏ － 

ポンプ振動による震度 ܥ௣ － 

 

 

 

 

h 

D/2 D/2 
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荷重，応力算出に用いた評価条件を以下に示す。 

項目 記号 入力値 単位 

ボルト径 ݀ 48 mm 

ボルト半径あたり腐食量 ܿ 0.3 mm 

据付面に作用する重量 ଴ܹ  kg 

ボルトの本数 n － 

引張力の作用するボルトの

評価本数 
݊௙ － 

据付面から重心までの距離 ݄ mm 

ボルトのピッチ円直径 ܦ mm 

 

２．評価方法 

（１）応力計算 

ａ．引張応力 

円形配置の基礎ボルトであるため，引張力は支点から正比例した力が

作用するものとし，最も厳しい条件として支点から最も離れたボルトに

ついて計算する。 

引張力 

௕ܨ ൌ
଼

ଷ஽
ቄ ଴ܹ൫ܥு ൅ ௣൯݄ܥ െ ଴ܹ൫1 െ ௏ܥ െ ௣൯ܥ

஽

ଶ
ቅ  

引張応力 

௕ߪ ൌ
ி್

௡೑஺್
  

 

ｂ．せん断応力 

ボルトに作用するせん断力は全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

ܳ௕ ൌ ଴ܹ൫ܥு ൅  ௣൯ܥ

せん断応力 

߬௕ ൌ
ொ್

௡஺್
  

ここで，基礎ボルトの断面積 ܣ௕ は， 

௕ܣ ൌ
గ

ସ
ሺ݀ െ 2ܿሻଶ  
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ｃ．計算結果 

上記 a. b. により求めた算出応力は以下のとおり。 

応力種別 記号 算出応力 単位 

引張 ߪ௕ 41 MPa 

せん断 ߬௕ 12 MPa 

 

（２）許容応力 

ａ．算出条件 

JEAG4601-1987 に基づき，許容応力を算出する。以下に算出に用いる評

価条件を示す。 

項目 記号 入力値 単位 

ボルト材質 － SNCM439 － 

ボルト径 ݀ 48 mm 

評価温度 － ℃ 

ボルト材の設計降伏点 ܵ௬ MPa 

ボルト材の設計引張強さ ܵ௨ MPa 

 

ｂ．許容応力の算出 

ボルト材の設計降伏点，設計引張強さの設計・建設規格データの温度補

正により 

ܵ௬ ൌ ൌ 855.29  

ܵ௨ ൌ ൌ 936.91  

 

F ൌ Min൫ܵ௬, 0.7ܵ௨൯ 

				ൌ Minሺ855.29	, 0.7 ൈ 936.91ሻ 

				ൌ Minሺ855.29	, 655.84ሻ 														ൌ 655.84 

 

・引張許容応力の算出 

௧݂௢ ൌ 1.5 ൈ
ி

ଶ
ൌ 1.5 ൈ

଺ହହ.଼ସ

ଶ
ൌ 491.88  

・せん断許容応力の算出 

௦݂ ൌ 1.5 ൈ
ி

ଵ.ହ√ଷ
ൌ 1.5 ൈ

଺ହହ.଼ସ

ଵ.ହ√ଷ
ൌ 378.65  

・せん断応力（߬௕ ൌ 12	MPa）と引張応力の組合せ許容応力の算出 

௧݂௦ ൌ Minሺ ௧݂௢	, 1.4 ௧݂௢ െ 1.6߬ሻ 

					ൌ Minሺ491.88 , 1.4 ൈ 491.88 െ 1.6 ൈ 12ሻ 

					ൌ Minሺ491.88 , 669.43ሻ ൌ 491.88 
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３．結論 

 上記の結果から，基礎ボルトに発生する応力が許容応力を満足することを確

認した。 

応力種別 算出応力 許容応力 単位 

引張 ߪ௕ ൌ 41 ௧݂௦ ൌ 491 MPa 

せん断 ߬௕ ൌ 12 ௦݂ ൌ 378 MPa 
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②原子炉機器冷却水熱交換器 

 原子炉機器冷却水熱交換器（基礎ボルト）の評価内容を以下に示す。 

 

１．評価仕様 

（１）機器構造 

 原子炉機器冷却水熱交換器は，横置円筒型容器であり，２個の脚のうち１

個は胴の長手方向にスライドできる構造となっている。添付資料 22－２に構

造図を示す。 

 

（２）解析モデル 

 本評価の解析モデルを以下に示す。 

 

 
図 22－２ 原子炉機器冷却水熱交換器基礎ボルトの解析モデル 

 

（３）耐震条件 

項目 記号 入力値 単位 

耐震重要度 － S － 

設置建屋 － 原子炉建屋 － 

設置高さ － FL -15.0 m 

固有周期（水平方向） － s 

固有周期（鉛直方向） － － 

水平方向設計震度 ܥு － 

鉛直方向設計震度 ܥ௏ － 

*1：鉛直方向については剛構造とみなしている。
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（４）評価条件 

荷重，応力算出に用いた評価条件を以下に示す。 

項目 記号 入力値 単位 

ボルト径 ݀ 56 mm 

ボルト半径あたり腐食量 ܿ 0.3 mm 

熱交換器の運転重量 ଴ܹ  kg 

脚の重量 ௦ܹ kg 

静荷重（i=1） ଵܹ  kg 

静荷重（i=2） ଶܹ kg 

静荷重（i=3） ଷܹ kg 

静荷重（i=4） ସܹ  kg 

静荷重（i=5） ହܹ kg 

静荷重（i=6） ଺ܹ  kg 

静荷重（i=7） ଻ܹ  kg 

脚中心間距離 ℓ଴ mm 

第 1 脚から各荷重までの距離（i=1） ℓଵ mm 

第 1 脚から各荷重までの距離（i=2） ℓଶ mm 

第 1 脚から各荷重までの距離（i=3） ℓଷ mm 

第 1 脚から各荷重までの距離（i=4） ℓସ mm 

第 1 脚から各荷重までの距離（i=5） ℓହ mm 

第 1 脚から各荷重までの距離（i=6） ℓ଺ mm 

第 1 脚から各荷重までの距離（i=7） ℓ଻ mm 

基礎から脚の胴つけ根部までの高さ ݄ଵ mm 

基礎から胴の中心までの高さ ݄ଶ mm 

脚 1 個あたりの基礎ボルトの本数 n － 

引張力を受ける基礎ボルトの本数 ݊ଵ － 

脚底板の長手方向に対する長さ ܽ mm 

脚底板の横方向に対する長さ b mm 

脚底板端面から基礎ボルト中心までの

距離 
݀ଵ mm 

基礎ボルトと基礎の弾性係数比 s － 
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２．評価方法 

（１）応力計算 

鉛直方向と長手方向に地震が作用した場合 

 

ａ．引張応力 

鉛直方向と長手方向に地震が作用した場合，脚底面に働くモーメント

はܯℓଵであり，ここで， 

ℓଵܯ ൌ
ଵ

ଶ
ுܥ ଴ܹ݄ଵ  

鉛直力 ௦ܲは， 

௦ܲ ൌ ሺ1 െ ௏ሻሺܴܥ ൅ ௦ܹሻ െ ℓܲ  

ここで， 

ℓܲ ൌ ுሺܥ ௢ܹ െ ௦ܹሻ
௛మି

భ

మ
௛భ

ℓబ
  

また，R はܴଵとܴଶのいずれか大きい値であり， 

ܴଶ ൌ ∑ ௜ܹ
ℓ೔

ℓబ

௝భ
௜ୀଵ   

ܴଵ ൌ ∑ ௜ܹ െ ܴଶ
௝భ
௜ୀଵ   

となる。 

 

モーメントと圧縮荷重の比を 

݁ ൌ
ெℓభ

௉ೞ
  

とすると，e が負の場合及び 

݁ ൐
௔

଺
൅

ௗభ

ଷ
  

の時，基礎ボルトに引張応力が生じ，この引張応力は次のようにして

求められる。 

 

中立軸の位置ܺ௡を 

ܺ௡
ଷ ൅ 3 ቀ݁ െ

௔

ଶ
ቁܺ௡

ଶ
െ

଺௦஺್௡భ

௕
ቀ݁ ൅

௔

ଶ
െ ݀ଵቁ ሺܽ െ ݀ଵ െ ܺ௡ሻ ൌ 0  

により求めると，基礎ボルトに生じる引張力は 

௕ܨ ൌ
௉ೞቀ௘ି

ೌ

మ
ା
೉೙
య
ቁ

௔ିௗభା
೉೙
య

  

となる。したがって，基礎ボルトに生じる引張応力は次のようになる。

௕ଵߪ ൌ
ி್

஺್௡భ
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図 22－３ 基礎部に作用する外荷重より生じる荷重の関係 

 

ｂ．せん断応力 

߬௕ଵ ൌ
஼ಹௐబ

௡஺್
  

ここで，基礎ボルトの断面積 ܣ௕ は， 

௕ܣ ൌ
గ

ସ
ሺ݀ െ 2ܿሻଶ  

 

ｃ．計算結果 

上記 a. b. により求めた算出応力は以下のとおり。 

応力種別 記号 算出応力 単位 

引張 ߪ௕ଵ 93 MPa 

せん断 ߬௕ଵ 56 MPa 

 

（２）許容応力 

ａ．算出条件 

JEAG4601-1987 に基づき，許容応力を算出する。以下に算出に用いる評

価条件を示す。 

項目 記号 入力値 単位 

ボルト材質 － SS400 － 

ボルト径 d 56 mm 

評価温度 － ℃ 

ボルト材の設計降伏点 ܵ௬ MPa 

ボルト材の設計引張強さ ܵ௨ MPa 

 

ｂ．許容応力の算出 

ボルト材の設計降伏点，設計引張強さの設計・建設規格データの温度補

正により 

ܵ௬ ൌ ൌ 206.09  

ܵ௨ ൌ ൌ 385.89  

 

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません



中部電力株式会社 
事象：耐震 

 
 

 

F ൌ Min൫ܵ௬, 0.7ܵ௨൯ 

				ൌ Minሺ206.09	, 0.7 ൈ 385.89ሻ 

				ൌ Minሺ206.09	, 270.12ሻ 														ൌ 206.09 

 

・引張許容応力の算出 

௧݂௢ ൌ 1.5 ൈ
ி

ଶ
ൌ 1.5 ൈ

ଶ଴଺.଴ଽ

ଶ
ൌ 154.57  

・せん断許容応力の算出 

௦݂ ൌ 1.5 ൈ
ி

ଵ.ହ√ଷ
ൌ 1.5 ൈ

ଶ଴଺.଴ଽ

ଵ.ହ√ଷ
ൌ 118.99  

・せん断応力（߬௕ ൌ 56	MPa）と引張応力の組合せ許容応力の算出 

௧݂௦ ൌ Minሺ ௧݂௢	, 1.4 ௧݂௢ െ 1.6߬ሻ 

						ൌ Minሺ154.57	, 1.4 ൈ 154.57 െ 1.6 ൈ 56ሻ 

						ൌ Minሺ154.57	, 126.80ሻ 	ൌ 126.80 

 

３．結論 

 上記の結果から，基礎ボルトに発生する応力が許容応力を満足することを確

認した。 

応力種別 算出応力 許容応力 単位 

引張 ߪ௕ ൌ 93 ௧݂௦ ൌ 126 MPa 

せん断 ߬௕ ൌ 56 ௦݂ ൌ 118 MPa 

 

 

添付資料 22－１ 低圧炉心スプレイポンプ構造図 

添付資料 22－２ 原子炉機器冷却水熱交換器構造図 

 

以 上
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添付資料 22－１ 

低圧炉心スプレイポンプ構造図 
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添付資料 22－２ 

原子炉機器冷却水熱交換器構造図 
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浜岡３号炉－耐震－23 

 

タイトル 

表 3.14-5 の余熱除去熱交換器、表 3.14-6 の復水タンク及び表 3.14-8(2/2)の中

央制御室給気ユニットの機器付基礎ボルトの腐食に対する評価の具体的内容

（評価仕様、解析モデル、入力（荷重）条件、評価結果を含む）について 

 

説明 

① 余熱除去熱交換器 

 余熱除去熱交換器（基礎ボルト）の評価内容を以下に示します。 

 

１．評価仕様 

（１） 機器構造 

 余熱除去熱交換器は，中間支持たて置円筒型容器であり，胴は４個の脚で支

持されており，それぞれ基礎ボルトを介して基礎に固定されています。添付資

料 23－１に構造図を示します。 

 

（２） 解析モデル 

 本評価では，余熱除去熱交換器の解析モデルを作成し，動的解析により固有

周期，荷重及びモーメントを算出しています。本評価で用いた解析モデルを以

下に示します。 

図 23－１ 余熱除去熱交換器動解析の解析モデル 
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（３） 耐震条件 

項目 記号 入力値 単位 

耐震重要度 － S － 

設置建屋 － 原子炉建屋 － 

設置高さ － FL 9.0 m 

固有周期（水平方向） － s 

固有周期（鉛直方向） － s 

水平方向設計震度 ܥு － 

鉛直方向設計震度 ܥ௏ － 
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（４） 評価条件 

荷重，応力算出に用いた評価条件を以下に示します。 

項目 記号 入力値 単位 

ボルト径 ݀ 30 mm 

ボルト半径あたり腐食量 ܽ 0.3 mm 

熱交換器の運転状態での質量 ݉଴ kg 

各質点の運転状態での質量（i=1） ݉ଵ kg 

各質点の運転状態での質量（i=2） ݉ଶ kg 

各質点の運転状態での質量（i=3） ݉ଷ kg 

各質点の運転状態での質量（i=4） ݉ସ kg 

各質点の運転状態での質量（i=5） ݉ହ kg 

各質点の運転状態での質量（i=6） ݉଺ kg 

各質点の運転状態での質量（i=7） ݉଻ kg 

各質点の運転状態での質量（i=8） ଼݉ kg 

各質点の運転状態での質量（i=9） ݉ଽ kg 

脚の胴長手方向中心から各荷重までの

距離（i=1） 
ℓଵ mm 

脚の胴長手方向中心から各荷重までの

距離（i=2） 
ℓଶ mm 

脚の胴長手方向中心から各荷重までの

距離（i=3） 
ℓଷ mm 

脚の胴長手方向中心から各荷重までの

距離（i=4） 
ℓସ mm 

脚の胴長手方向中心から各荷重までの

距離（i=5） 
ℓହ mm 

脚の胴長手方向中心から各荷重までの

距離（i=6） 
ℓ଺ mm 

脚の胴長手方向中心から各荷重までの

距離（i=7） 
ℓ଻ mm 

脚の胴長手方向中心から各荷重までの

距離（i=8） 
ℓ଼ mm 

脚の胴長手方向中心から各荷重までの

距離（i=9） 
ℓଽ mm 

脚１個あたりの基礎ボルトの本数 n － 

脚の端部から基礎ボルトまでの距離 ܾ mm 

基礎ボルトから基礎開口端までの距離 ܿ mm 

脚の胴周方向幅の２分の１ e mm 
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２．評価方法 

（１） 応力計算 

a． 引張応力 

基礎接合部には図 23－１に示した解析モデルを用いて，基礎接合部に

生じる脚の回転モーメントܯௌଵ，ܯௌଶ及びܯௌଷが得られる。 

 

（a） 左脚の基礎接合部における引張応力 

左脚の傾きは図 23－２のように上向きのモーメントܯௌଵを作用させた場

合に発生する。モーメントの釣合より 

ܾ ∙ ଵଵܨ െ ௌଵܯ ൌ 0 

また，ܨଵଵにより生じる基礎ボルトの引張応力は 

௕௜ଵߪ 	ൌ 	
ଵଵܨ
݊ ∙ ௕ܣ

	ൌ
ௌଵܯ

݊ ∙ ௕ܣ ∙ ܾ
 

となる。ここで，基礎ボルトの断面積 ܣ௕ は 

௕ܣ ൌ
ߨ

4
ሺ݀ െ 2ܽሻଶ 

 

図 23－２ 左脚に作用するモーメントと力 

 

（b） 右脚の基礎接合部における引張応力 

右脚の傾きは図 23－３のように下向きのモーメントܯௌଶを作用させた場

合に発生する。モーメントの釣合より 

ܿ ∙ ଶଵܨ െ ௌଶܯ ൌ 0 

また，ܨଶଵにより生じる基礎ボルトの引張応力は 

௕௜ଶߪ 	ൌ 	
ଶଵܨ
݊ ∙ ௕ܣ

	ൌ
ௌଶܯ

݊ ∙ ௕ܣ ∙ ܿ
 

 

図 23－３ 右脚に作用するモーメントと力 
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（c） 中央の基礎接合部における引張応力 

中央脚の傾きは図 23－４のように傾いたときのねじりモーメントܯௌଷを

作用させた場合に発生する。モーメントの釣合より 

െ
݀ଶ
2
ଷଵܨ െ

݀ଵ
2
ଷଶܨ ൅

݀ଵ
2
ଷଷܨ ൅

݀ଶ
2
ଷସܨ െ ݁ ∙ ሺܨଷଵ൅ܨଷଶ൅ܨଷଷ ൅ ଷସሻܨ ൅ ௌଷܯ ൌ 0 

傾きと基礎ボルトの伸びの関係より 

	
ଷଵܨ

݁ ൅
݀ଶ
2

	ൌ
ଷଶܨ

݁ ൅
݀ଵ
2

	ൌ
ଷଷܨ

݁ െ
݀ଵ
2

	ൌ
ଷସܨ

݁ െ
݀ଶ
2

	 

 

また，ܨଷଵにより生じる基礎ボルトの引張応力は 

௕௜ଷߪ 	ൌ 	
ଷଵܨ
௕ܣ

	ൌ
ௌଷܯ

௕ܣ
∙

݁ ൅
݀ଶ
2

ቂ
1
2
∙ ൫݀ଵ

ଶ ൅ ݀ଶ
ଶ൯ ൅ 4 ∙ ݁ଶቃ

 

 

図 23－４ 中央脚に作用するモーメントと力 

 

（d） 組合せ応力 

引張応力の組合せについては，荷重の方向により下記のとおりである。 

（脚にܯௌଵが作用するとき） 

௕௜ߪ 	ൌ ௕௜ଵߪ ൅  		௕௜ଷߪ

（脚にܯௌଶが作用するとき） 

௕௜ߪ 	ൌ ௕௜ଶߪ ൅  		௕௜ଷߪ

 

b． せん断応力 

基礎接合部には図 23－１に示した解析モデルを用いて，基礎接合部に

生じるせん断力ܳ௕௜が得られる。このせん断力により生じるせん断応力は下

記式で求められる。 

߬௕௜ 	ൌ 	
ܳ௕௜
݊ ∙ ௕ܣ
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c． 計算結果 

上記 a. b. により求めた算出応力は以下のとおり。 

応力種別 記号 算出応力※ 単位 

引張 ߪ௕ 168 MPa 

せん断 ߬௕ 22 MPa 

※ 第１脚から第４脚の算出応力のうち最大となる応力

（２） 許容応力 

a． 算出条件 

JEAG4601-1987 に基づき，許容応力を算出する。以下に算出に用いる評価

条件を示す。 

項目 記号 入力値 単位 

ボルト材質 － SS400 － 

ボルト径 d 30 mm 

評価温度 － ℃ 

ボルト材の設計降伏点 ܵ௬ MPa 

ボルト材の設計引張強さ ܵ௨ MPa 

 

b． 許容応力の算出 

ボルト材の設計降伏点，設計引張強さの設計・建設規格データの温度補正

により 

ܵ௬ ൌ ൌ 225.34  

ܵ௨ ൌ ൌ 385.89  

 

F ൌ Min൫ܵ௬, 0.7ܵ௨൯ 

				ൌ Minሺ225.34	, 0.7 ൈ 385.89ሻ 

				ൌ Minሺ225.34	, 270.12ሻ 														ൌ 225.34 

 

・引張許容応力の算出 

௧݂௢ ൌ 1.5 ൈ
ி

ଶ
ൌ 1.5 ൈ

ଶଶହ.ଷସ

ଶ
ൌ 169.01  

・せん断許容応力の算出 

௦݂ ൌ 1.5 ൈ
ி

ଵ.ହ√ଷ
ൌ 1.5 ൈ

ଶଶହ.ଷସ

ଵ.ହ√ଷ
ൌ 130.10  
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・せん断応力（߬௕ ൌ 22 MPa）と引張応力の組合せ許容応力の算出 

௧݂௦ ൌ Minሺ ௧݂௢	, 1.4 ௧݂௢ െ 1.6߬ሻ 

						ൌ Minሺ169.01	, 1.4 ൈ 169.01 െ 1.6 ൈ 22ሻ 

						ൌ Minሺ169.01	, 201.41ሻ 	ൌ 169.01 

 

３．結論 

 上記の結果から，基礎ボルトに発生する応力が許容応力を満足することを確

認した。 

応力種別 算出応力 許容応力 単位 

引張 ߪ௕ ൌ 168 ௧݂௦ ൌ 169 MPa 

せん断 ߬௕ ൌ 22 ௦݂ ൌ 130 MPa 

 

② 復水タンク 

 復水タンク（基礎ボルト）の評価内容を以下に示します。 

 

１．評価仕様 

（１） 機器構造 

 復水タンクは，平置円筒型容器であり，基礎ボルトにてコンクリート構造の

基礎スラブに固定する構造となっています。添付資料 23－２に構造図を示し

ます。 

 

（２） 解析モデル 

 本評価では，Ｂクラス地震力による静的解析および基準地震動 S1 に基づく

地震荷重を１／２倍した値を用いた動的解析を行います。動的解析は復水タ

ンクについて基礎の下及び周辺地盤も質点系として含めた構造物－地盤連成

応答解析モデルを作成し，基準地震動 S1 に基づく地震荷重を１／２倍した値

を用い動的解析により固有周期，荷重及びモーメントを算出しています。図 23

－５に復水タンクの構造物－地盤連成応答解析モデルを示します。 
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図 23－５ 復水タンクの構造物－地盤連成応答解析モデル 

 

（３） 耐震条件・諸元 

項目 記号 入力値 単位 

耐震重要度 － B － 

設置建屋 － 屋外 － 

設置高さ － FL -4.4 m 

ボルト径 ݀ 56 mm 

ボルト半径あたり腐食量 ܿ 0.3 mm 

基礎ボルトの本数 n － 

タンク内径 Di mm 

タンク重量 ்ܹ kg 

タンク内水重量 ௤ܹ  kg 
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（４） 解析結果 

復水タンクの静的解析及び動的解析の結果を以下に示します。 

本結果より，動的解析の値＞静的解析の値であるため，以後の計算におい

ては動的解析の値を用います。 

 

評価部位 

せん断力 

（kg） 

モーメント 

(kg・mm) 

静的解析 動的解析 静的解析 動的解析 

タンク底部 

 

２．評価方法 

（１） 応力計算 

a． 引張応力 

地震によるモーメント（転倒モーメント）は 1.(4)より 

 kg・mm 

一方，復元モーメント（タンク総重量×重力加速度×タンク直径／２）

は 

 kg・mm  

 

従って，転倒モーメント＜復元モーメントであり，基礎ボルトには引張

応力は生じない。 

 

b． せん断応力 

タンク底部に働くせん断力は 1.(4)より，ܳ௕ ൌ 	݇݃が得られ

る。このせん断力により生じるせん断応力は下記式で求められる。 

߬௕ 	ൌ 	
ܳ௕

݊ ∙ ௕ܣ
	 

ここで，基礎ボルトの断面積 ܣ௕ は 

௕ܣ ൌ
ߨ

4
ሺ݀ െ 2ܿሻଶ 

 

c． 計算結果 

上記 a. b. により求めた算出応力は以下のとおり。 

応力種別 記号 算出応力 単位 

引張 ߪ௕ 発生しない － 

せん断 ߬௕ 63 MPa 
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（２） 許容応力 

a． 算出条件 

JEAG4601-1987 に基づき，許容応力を算出する。以下に算出に用いる評価

条件を示す。 

項目 記号 入力値 単位 

ボルト材質 － SNB16 － 

ボルト径 d 56 mm 

評価温度 － ℃ 

ボルト材の設計降伏点 ܵ௬ MPa 

ボルト材の設計引張強さ ܵ௨ MPa 

 

b． 許容応力の算出 

ボルト材の設計降伏点，設計引張強さの設計・建設規格データの温度補正

により 

ܵ௬ ൌ ൌ 720.71  

ܵ௨ ൌ ൌ 838.29  

 

F ൌ Min൫ܵ௬, 0.7ܵ௨൯ 

				ൌ Minሺ720.71	, 0.7 ൈ 838.29ሻ 

				ൌ Minሺ720.71	, 586.80ሻ 														ൌ 586.80 

 

・引張許容応力の算出 

௧݂௢ ൌ 1.5 ൈ
ி

ଶ
ൌ 1.5 ൈ

ହ଼଺.଼଴

ଶ
ൌ 440.10  

・せん断許容応力の算出 

௦݂ ൌ 1.5 ൈ
ி

ଵ.ହ√ଷ
ൌ 1.5 ൈ

ହ଼଺.଼଴

ଵ.ହ√ଷ
ൌ 338.79  

・せん断応力（߬௕ ൌ 63	MPa）と引張応力の組合せ許容応力の算出 

௧݂௦ ൌ Minሺ ௧݂௢	, 1.4 ௧݂௢ െ 1.6߬ሻ 

						ൌ Minሺ440.10	, 1.4 ൈ 440.10 െ 1.6 ൈ 63ሻ 

						ൌ Minሺ440.10	, 515.34ሻ 	ൌ 440.10 
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３．結論 

 上記の結果から，基礎ボルトに発生する応力が許容応力を満足することを確

認した。 

応力種別 算出応力 許容応力 単位 

引張 発生しない ௧݂௦ ൌ 440 MPa 

せん断 ߬௕ ൌ 63 ௦݂ ൌ 338 MPa 

③ 中央制御室給気ユニット 

 中央制御室給気ユニット（基礎ボルト）の評価内容を以下に示します。 

 

１．評価仕様 

（１） 機器構造 

 中央制御室給気ユニットは，ケーシング構造となっており，基礎ボルトで十

分剛な基礎に固定しています。添付資料 23－３に構造図を示します。 

 

（２） 解析モデル 

 本評価の解析モデルを以下に示します。 

 

図 23－６ 中央制御室給気ユニットの解析モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

転倒方向 

ℓ1i ℓ2i 

h 

転倒支点 

(ℓ1i ≦ ℓ2i) 
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（３） 耐震条件 

項目 記号 入力値 単位 

耐震重要度 － S － 

設置建屋 － 補助建屋 － 

設置高さ － FL 16.5 m 

固有周期（水平方向） － s 

固有周期（鉛直方向） － － 

水平方向設計震度 ܥு － 

鉛直方向設計震度 ܥ௏ － 

送風機振動による震度 ܥி － 

*1：鉛直方向については剛構造とみなしている。

（４） 評価条件 

荷重，応力算出に用いた評価条件を以下に示します。 

項目 記号 入力値 単位 

ボルト径 ݀ 16 mm 

ボルト半径あたり腐食量 ܿ 0.3 mm 

運転時重量 ݉଴ kg 

重心までの距離 ݄ mm 

重心とボルト間の距離（長辺） ℓଵଵ mm 

重心とボルト間の距離（長辺） ℓଶଵ mm 

重心とボルト間の距離（短辺） ℓଵଶ mm 

重心とボルト間の距離（短辺） ℓଶଶ mm 

基礎ボルトの本数 n － 

引張力を受ける基礎ボルトの本数 ݊௙ଵ － 

引張力を受ける基礎ボルトの本数 ݊௙ଶ － 

 

２．評価方法 

（１） 応力計算 

a． 引張応力 

角型配置の基礎ボルトであるため，引張力は最も厳しい条件として，基

礎ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものと

して計算する。 

引張力 

௕௜ܨ ൌ
௠బሺ஼ಹା஼ಷሻ௛ି௠బሺଵି஼ೇି஼ಷሻℓభ೔

௡೑೔ሺℓభ೔ାℓమ೔ሻ
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引張応力 

௕௜ߪ ൌ
ி್೔

஺್
  

 

b． せん断応力 

ボルトに作用するせん断力は全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

ܳ௕ ൌ ݉଴ሺܥு ൅  ிሻܥ

せん断応力 

߬௕ ൌ
ொ್

௡஺್
  

ここで，基礎ボルトの断面積 ܣ௕ は， 

௕ܣ ൌ
గ

ସ
ሺ݀ െ 2ܿሻଶ  

 

c． 計算結果 

上記 a. b. により求めた算出応力は以下のとおり。 

応力種別 記号 算出応力※ 単位 

引張 ߪ௕ 120 MPa 

せん断 ߬௕ 27 MPa 

※ 長辺方向及び短辺方向の算出応力のうち最大となる応力

 

（２） 許容応力 

a． 算出条件 

JEAG4601-1987 に基づき，許容応力を算出する。以下に算出に用いる評価

条件を示す。 

項目 記号 入力値 単位 

ボルト材質 － SS400 － 

ボルト径 d 16 mm 

評価温度 － ℃ 

ボルト材の設計降伏点 ܵ௬ MPa 

ボルト材の設計引張強さ ܵ௨ MPa 
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b． 許容応力の算出 

ボルト材の設計降伏点，設計引張強さの設計・建設規格データの温度補正

により 

ܵ௬ ൌ ൌ 231.29  

ܵ௨ ൌ ൌ 394.57  

 

F ൌ Min൫ܵ௬, 0.7ܵ௨൯ 

				ൌ Minሺ231.29	, 0.7 ൈ 394.57ሻ 

				ൌ Minሺ231.29	, 276.20ሻ 														ൌ 231.29 

 

・引張許容応力の算出 

௧݂௢ ൌ 1.5 ൈ
ி

ଶ
ൌ 1.5 ൈ

ଶଷଵ.ଶଽ

ଶ
ൌ 173.47  

・せん断許容応力の算出 

௦݂ ൌ 1.5 ൈ
ி

ଵ.ହ√ଷ
ൌ 1.5 ൈ

ଶଷଵ.ଶଽ

ଵ.ହ√ଷ
ൌ 133.54  

・せん断応力（߬௕ ൌ 27	MPa）と引張応力の組合せ許容応力の算出 

௧݂௦ ൌ Minሺ ௧݂௢	, 1.4 ௧݂௢ െ 1.6߬ሻ 

						ൌ Minሺ173.47	, 1.4 ൈ 173.47 െ 1.6 ൈ 27ሻ 

						ൌ Minሺ173.47	, 199.66ሻ 	ൌ 173.47 

 

３．結論 

 上記の結果から，基礎ボルトに発生する応力が許容応力を満足することを確

認した。 

応力種別 算出応力 許容応力 単位 

引張 ߪ௕ ൌ 120 ௧݂௦ ൌ 173 MPa 

せん断 ߬௕ ൌ 27 ௦݂ ൌ 133 MPa 

 

 

添付資料 23－１ 余熱除去熱交換器構造図 

添付資料 23－２ 復水タンク構造図 

添付資料 23－３ 中央制御室給気ユニット構造図 

 

以 上
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添付資料 23－１ 

余熱除去熱交換器構造図 
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添付資料 23－２ 

復水タンク構造図 
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添付資料 23－３ 

中央制御室給気ユニット構造図 
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